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エグゼクティブサマリー 

• ソフトウェア、そしてデータが、世界を飲み込んでいる。世界は、存在する文字通りすべての取得

可能なデータを起点に、企業や企業の提供するサービスの付加価値がソフトウェアによって規定さ

れる「聖域なきデジタル市場」時代に突入している。サービスの付加価値を規定するソフトウェア

が売れないとハードウェアが売れない。そして、データがなければ価値あるソフトウェアが生み出

せず、競争力が維持できない、という「データに全てを飲み込まれる世界」が、聖域なきデジタル

市場という現実の競争環境として着実に迫っている。 

• 聖域なきデジタル市場における国際市場と我

が国産業のデジタル競争力の断絶は、歪みと

して我が国の国際収支に表れている。本書

は、マクロ経済指標における「デジタル赤

字」に着目し、その統計結果の是非ではな

く、赤字の背後にある我が国産業と市場の構

造問題を診断することで、長らく固着化した

構造の打破を行うための方向性と資源分配に

関する戦略、その実行に対する戦術ギャップ

を明らかにする。本書を通じて、ソフトウェ

ア・データを中心とした聖域なきデジタル市

場における我が国の「デジタル敗戦」ともい

うべき危機的状況に警鐘を鳴らし、経営者や

投資家、政策立案者が、官民で実行すべき施

策を議論するための共通認識を形成すること

を目指す。 

 

• デジタル赤字構造の分析に際して、本書では

独自のセミマクロ推計モデルを構築した。財

務省が所管し日本銀行が公開するモデルは、

外為法に基づく企業の管理会計ベースの送金

状況の積み上げであり、①データ品質や実態

反映のばらつき、②デジタルに直接関係のな

い項目の計上、③企業の機密情報をマスクす

るための統計処理による分析利用の難しさの

3 つの観点で、デジタル赤字の構造分析には

不適である。本書では、日本銀行モデルに対

して、事業区分を「経営コンサルティン

グ」、「アプリケーション」、「ミドルウェア

/OS」、「SI」、「計算資源インフラ」、「デジタ

ル広告」、「デジタル取引」、「エンタメ関連」

の 8 つに細分化し、「8 区分別の各社売上高

積み上げ×送金比率×将来の市場成長性

(CAGR)」で推計する新モデルを構築し、我

が国が優先的に対処すべき領域と問題の特

定、戦略立案を実施した。 

 

• 現状の市場分析を 8 つの事業区分で行うと、

以下 3 点が明らかになった。  

1. 国内市場は労働集約型の SI（システムイ

ンテグレーション）市場の規模が約 38％

で単独事業として最も大きいが、資本・

知識集約型の市場の総計には劣る。 

2. 高利益率・高成長率の資本・知識集約型

事業の市場シェアは軒並み外資に押さえ

られており、日系企業は低利益率・低成

長率の SI 市場で踏みとどまっている状

況。 

3. ただし、デジタル取引市場に関しては外

資・日系企業で均衡状態を維持している。

また、AI 革命に伴う計算量の増加で最も

市場成長率が高くポテンシャルのある計

算資源インフラの外資比率は高いが、現

時点での国内市場規模比率は 2%と限定

的。 

 

• 8 つの事業区分で将来推計を実施したとこ

ろ、デジタル赤字は拡大の一途を辿り、
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2035 年に約 18 兆円を計上する見込み。ま

た、AI 革命に伴い 10 兆円の追加赤字が見込

まれる他、デバイス特有のソフトウェアとし

て貿易収支側に算入されていた隠れデジタル

赤字 1.6 兆円、ハードウェア・ソフトウェア

の主従逆転に伴う SDX(Software Defined 

Everything)化により、デジタル赤字を爆心

地に貿易収支サイドで 10.3 兆円の支払超過

が発生する見込みであり、聖域なきデジタル

市場におけるソフトウェア・データを由来と

する支払超過は 2035 年最大推計で 45.3 兆

円に到達すると考えられる。 

 

• 聖域なきデジタル市場においては、量子技術

による長期的なコンピューティングアーキテ

クチャの大転換を見据え、今後 10 年で以下

3 つの方針に示されるとおり、短期的にはグ

ローバル市場への進出を前提とした各事業項

目での受取増加を目指すことで、長期的な量

子技術によるアーキテクチャ大転換に向けた

官民の投資プールの拡大と新市場適合への準

備を行う必要がある。 

 

1. STEP1：短期（受取を増やす） 

計算資源インフラの短期的な内資転換を

行うのではなく、高品質な外資インフラ

を最大限活用した上で「海外に対する計

算資源インフラ支払<海外からの受取」

の条件を満たしながら、以下 2 点を実

施。 

• 高利益率・高成長率のアプリケーシ

ョンおよびミドルウェア/OS 事業

を大規模に支援し、海外市場からの

受取増加を目指す。 

• 先行プラットフォーム事業者がカ

バーしていない領域をプラットフ

ォームとして奪取し、デジタル広告

およびデジタル取引での受取増加

を目指す。 

 

2. STEP２：長期（支払構造を転換する） 

アプリケーション、ミドルウェア/OＳ、

デジタル広告及びデジタル取引事業でス

ケールしたサービサの投資余力を量子技

術によるアーキテクチャ大転換に振り向

け、仮想化技術をはじめとしたインフラ

ストラクチャ領域を奪取する。またノイ

マン型/量子型ハイブリッドの到来に向

け、量子ネイティブのミドルウェア/OS、

アプリケーションの新市場で更なる受取

増加を目指す。 

 

• 策定された「グローバル市場進出に基づく受

取増加戦略」を基に、世界市場におけるリー

ディング企業がどのような戦略趨勢を取って

いるのかを整理・分析し、我が国が官民で取

るべき戦略実行で依拠すべき仮説を提示する

ため、すべての産業をソフトウェア・データ

領域として包含できる思考・分析フレームワ

ークである「ニブモデル」を新たに提案し、

グローバル戦略トレンドを 6 つに分類。短期

戦略の中心事業となる、アプリケーション、

ミドルウェア/OS、デジタル広告、デジタル

取引それぞれに係る 3 つの戦略＋1 つの派生

系について、深堀分析を実施。 

 

1. アプリケーションサービス戦略(アプリ

ケーション事業) 

アプリケーションを中核にサービス市場

進出と拡大を狙う戦略。合計契約金額

(TCV)型の買い切り経済から、顧客生涯

価値(LTV)型のサブスクリプション経済

に移行し、年間計上収益(ARR)がもたら

す予測可能な経営と投資、市場拡大と投

資拡大の正のスパイラルの恩恵を享受す

る必要。その際には、AI ネイティブを
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前提に、「構造化/非構造化データ+AI モ

デル+ビジネスロジック」のパラダイム

に移行し、スマイルカーブ、データアー

キテクチャ、ソフトウェアアーキテクチ

ャの 3 つのシフトを実現する必要。 

 

2. サービスショッピング戦略(アプリケー

ション事業) 

ハードウェアを切り口にしたアプリケー

ションサービスへの移行戦略。ロボティ

クスや無線ブロードバンド領域など、ハ

ードウェアに強みを持つ我が国は、既存

ビジネスの範疇で製造・提供するデバイ

スまたはインフラストラクチャを起点

に、①Siemens 型を参照した、製造産

業に係るデバイス起点のサービスショッ

ピング、②NVIDIA 型を参照した、エレ

クトロニクスや通信産業を起点としたサ

ービスショッピングの 2 つのアプロー

チが有効。 

 

3. ソフトウェアチョーキング戦略(ミドル

ウェア/OS 事業) 

アプケーションのコアとなるミドルウェ

アや OS を握ることで優位性を担保する

戦略。開発コストあたりのドミナントデ

ザイン強度が高いミドルウェアを起点と

し、AI の必須要件となるデータマネジ

メントと 3D モデル、通信・ネットワー

クの発達によるフィジカルリスクを踏ま

えたセキュリティ領域を重点的に抑える

必要。 

 

4. アプリケーションサービス戦略の派生

系：プラットフォーム戦略(デジタル取引

事業、デジタル広告事業) 

アプリケーションサービス戦略における

収益モデルの王者であり、アプリケーシ

ョンサービス戦略においてソフトウェア

を中核に両面/多面市場として、サービス

提供者とサービス消費者をマッチングさ

せる派生的なサービスを提供する形態を

とるもの。プラットフォームビジネスの

本質である「プラットフォーム参加者へ

の取引機会と広告主への出稿機会」確保

のため、競合戦略として選択されるサー

ビス提供者と消費者のスイッチングコス

トの増大は先行者優位の市場を形成する。

この中で、プラットフォームビジネスを

後発的に成立させるためには、先行者が

密度の経済を追求できなかった領域を軸

足に「密度×規模の経済」でディスラプ

ターとして市場参入を行うことが必要。

また、プラットフォーム事業者の上流工

程における競争力源泉となるオープンソ

ースの開発者コミュニティに対する戦略

の策定と、オープンソース財団の育成を

行う必要。 

 

• デジタル赤字は、世界的な現象であり、全

91 カ国中 40 か国のデジタル関連収支が赤字

の状態に陥っている。戦略実行フェーズの施

策的な示唆を得るため、特徴的な収支状況と

みなせる米国、英国、アイルランド、ドイ

ツ、中国、インド、シンガポールの 8 か国を

ベンチマークとして、デジタル関連収支にお

いて、黒字、もしくは小幅な赤字に留まって

いる国を開発要因と市場要因に基づいて分類

すると、日本は①デジタル分野での先端的な

研究開発を実施し、②自国の比較優位産業を

軸にデジタル関連産業と掛け合わせて競争力

を育み、自国市場の小ささから、国際市場に

積極的に進出する「国際市場進出モデル」

（イギリス、韓国、イスラエル、北欧諸国な

どが該当）の戦略実行を行う必要があること
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が示唆。 

 

• 最後に、聖域なきデジタル市場における、我

が国の戦略実行の KGI を日本企業の収益向

上と置き、市場系統の KPI および経営系統

の KPI とする戦略アーキテクチャを基に、

日本企業/投資家/政府が抱えるギャップとそ

れを踏まえたイギリス・韓国型モデル国家を

中心とした政策的示唆を提示することで、官

民の今後の議論に向けたインプットを行う。 

 

• 市場系統の問題 

1. 潜在市場（TAM）：市場選択の誤り 

国内市場に依存する日本企業は、国内市

場にプロダクトマーケット“オーバー”フ

ィットしており、自ら潜在市場

（TAM）の外縁を狭めている。極めて

低い限界費用コストでデファクトを奪取

されるデジタル市場では、世界で最も巨

大な米国市場や 2035 年に全体の 24%を

占める APAC 市場への進出が重要であ

り、米国進出を主軸に起きつつ、APAC

を押さえることが日本企業の海外からの

受取拡大に寄与する。日本市場の規模の

中途半端さが、経営者と投資家に不必要

なジレンマを与えているため、①海外進

出のインセンティブ設計、②リスクテイ

クできる投資環境の整備、そして③海外

市場での Right to Win（勝ち筋）の証

明、④技術やノウハウの海外移転トレー

ドオフの解消について手当を行う必要。

これらの問題の解決には、韓国・英国の

国内有力企業の海外展開支援、イスラエ

ルのヨズマプログラム及び IIA 補助金要

件を参照することができる。 

 

2. 市場環境（市場の失敗）：育たない市場 

アプリケーション、ミドルウェア/OS、

デジタル広告、デジタル取引事業いずれ

についても、内資・外資問わず先行プラ

ットフォーム事業者による競合戦略が新

規参入者の障壁となっている。これは、

プラットフォームサービスの付加価値の

源泉がソフトウェアそのものでないとい

う非対称性から生じる構造問題であり、

先行プラットフォーム事業者の①サービ

スバンドルや②Enterprise Agreement

（包括契約）に対して、後発プラットフ

ォーム参入者の戦略に不利益が生じない

ようバランスを鑑みながら、アプリケー

ション事業者の適切な競争環境を確保す

ることが必要。 

 

3. 市場環境（標準化）：守れない市場 

日本の企業は、グローバル市場での標準

化戦略において弱い立場にあり、特にア

ジャイルな標準化プロセスを志向するフ

ォーラム標準において、後付的にガラパ

ゴスの烙印を押されるリスクを常に背負

っている。デジタル領域と相性が良いア

ジャイルな標準化プロセスを志向するフ

ォーラム標準機関において、多くの投票

権比率を、軒並み米国に握られている状

況。この問題の解決には、米国 ASTM

インターナショナルや IEEE の成立過程

を参照し、日本が強みを持つ分野とソフ

トウェア・データのクロスポイントから

密度・規模の経済で小さく、しかし深く

フォーラム標準団体を立ち上げ、標準化

の対象範囲を国際的に拡大することが重

要。 

 

• 経営系統の問題 

1. 経営資源 

日本の企業、投資家、政府は「資金」、
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「人材」、「データ」3 つの資源が聖域な

きデジタル市場において不足している。 

• 資金 

研究開発投資及びエクイティ調達

双方について、他国と大きく差が

開く状況。特に VC/CVC 投資額は

米国と比較すると、わずか 2%程度

の規模感しかなく、リスクマネー

は低迷している。バイアウトファ

ンドのエクイティ調達環境は 2022

年に英国の投資額を超過し、340

億ドルと堅調に伸長していること

を踏まえると、世界的な資本市場

にとって日本のスタートアップ企

業は Right to Win に値しないと評

価されている。また、マクロの国

別 ICT 投資(政府投資/民間投資合

計)の推移について、日本は過去 20

年間ソフトウェア投資が低迷して

いる。対 GDP ソフトウェア投資額

について、国際市場進出型モデル

に該当する国（英国、韓国、イス

ラエル、北欧諸国）をベンチマー

クすると官民で約 4.9 兆円規模の

ソフトウェア投資のベースアップ

が必要であり、政府の先行投資と

して約 5000 億円規模の手当が必

要。また、構造的な「エクイティ

＜デット」の調達手段の偏りに

は、経営者の対話先をエクイティ

投資家よりも銀行に偏らせ、経営

者は将来価値ではなく、現在価値

としての損益を過度に気にする

P/L 思考の経営方針に最適化され

た結果といえる。この問題の解決

のためには、イスラエルのヨズマ

プログラムを参照することで、

Right to Win の証明を資本市場が

デューデリジェンスするという有

効なスキームの樹立につながる。 

 

• 人材 

デジタル人材は官民ともに不足し

ており、「デジタル戦略の同床異

夢」が生み出されている。優秀な

デジタル人材は存在しないのでは

なく、給与水準の低さからデジタ

ルシフトの進まない政府・企業で

はなく、一部デジタル企業に雇用

が偏っているだけである。ソフト

ウェア・データ人材の給与水準の

大幅な向上（特に最上流、下流工

程の従事者）、そしてそのような人

材を労働市場に安定的に供給する

ための教育を提供することが重

要。 

 

• エンタープライズデータ 

聖域なきデジタル市場において、

データはまさにデジタル産業にお

ける原油であり、ソフトウェアの

従属変数として存在していたデー

タが、AI 革命の到来によって、デ

ータがソフトウェアを従属すると

いう逆転現象が起き始めている。

すべてのデータ利活用が競争優位

性につながる聖域なきデジタル市

場において、企業はインターネッ

トで自由に取得できるデータの利

活用だけではもはや差別化はでき

ず、今まで企業内で死蔵されてい

たエンタープライズデータや、そ

れに類するデータを利活用できる

かが、ハードウェア中心の世界か

らソフトウェア中心の世界への移

行における競争力の決定要因とな
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る。今後、ユースケースに応じて

リアルデータとシンセティックデ

ータの相互補完的な活用が進むこ

とを踏まえ、日本がウラノス・エ

コシステム等の取組の中で世界的

にも先進するデータ提供者の主権

を担保したデータ連携と利活用の

アプローチである「データスペー

ス」の取組を推進する必要。 

 

2. 経営戦略：ソフトウェア・データカンパ

ニーとしての経営戦略の不適合 

日本企業は、ソフトウェア・データカン

パニーとして求められる経営戦略を描け

ておらず、過去の成功体験に基づく伝統

的戦略が、聖域なきデジタル市場におい

て不適合をきたし始めている。国内市場

が SI 事業という薄氷の上で成立してい

た状況は、AI 革命により淘汰され、ベ

ンダサイドから市場の破壊が凄まじい速

度で進む中、すべての企業がソフトウェ

アカンパニーに、そしてデータカンパニ

ーにそのモデルを変革しなければ生存は

難しい。内的変化を実現できなかった日

本のベンダ・ユーザ双方に対して、免疫

獲得の猶予を与えないまま、剝き出しの

ソフトウェア・データの市場原理の中に

飲み込むことが想定される中、DX の主

語はユーザ企業の経営者であり、決して

社内のシステム部門や外部ベンダではな

い。何よりも DX の本質は「X（変

革）」であり、ユーザ企業の事業部門に

よるオペレーションフローの最適化、ソ

フトウェア・データの活用により労務費

を電気代に変換することによるバランス

シートの効率化・合理化と、浮いた人的

リソースを付加価値の拡大とビジネスモ

デルの改革につなげる経営戦略そのもの

である。このような状況に戦略適合する

ために、企業経営者は①プロジェクトオ

ーナーとしての社長・経営幹部のコミッ

トメント確保、②ソフトウェア・データ

戦略をトップダウンで設計するアーキテ

クトのアサインと権限委譲、③戦略実行

のための有効な全社スキームの樹立、④

請負型・準委任型契約に基づく開発丸投

げ外注からの脱却に早期に着手する必

要。 

 

3. 分業/協業：エコシステムの不在と不完

全な垂直統合 

聖域なきデジタル市場においては、産

業・分野横断的な協調領域の戦略的な策

定が重要である。差別化のつもりで全て

を競争力の源泉だと見なし、ステークホ

ルダと協調すればコストが低減できる部

分まで自前主義で実施してしまい、本来

自社の競争領域として投下すべき社内資

源を減らしてしまうことで、結果的に各

社が類似したサービスを提供してしまう

「不完全な垂直統合モデル」は収益化の

壁の１つとなっている。投資 C/F の無

駄遣いである自前主義の重複投資や、営

業 C/F の余計な圧迫である共通コスト

の個社負担というジリ貧を打破するため

には、事業経済性の観点で協調領域とし

て戦略的に切り出し、コストを業界でシ

ェアすることで、競争性・付加価値の高

い領域に投資を振り向けることが有効。

北欧諸国の産業レガシーを中核としたグ

ローバル企業のオープンイノベーション

活動、そして大学機関による実践的なア

ントレプレナーシップ教育とインキュベ

ーションを参照した協調領域の切り出し

とオープンイノベーションの戦略実行が

重要。 
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第 1 章 イントロダクション 

1.1 検討の背景と経緯 

ソフトウェア、そしてデータが、世界を飲み込んでいる。 

 

デジタル産業の歴史を振り返ると、1980 年代から

90 年代は、信号処理半導体とセンサの発達により、

ソフトウェアは情報世界から実世界まで進出した

時代だった1。1990 年代から 2000 年代初頭には、

ハードウェアとしての微小電気機械システム

(MEMS)を始め、ネットワーク、通信技術の更なる

発達により、ソフトウェアは近接から遠隔、情報

技術から制御技術にまで浸透を始めた2。 

 

その後、2010 年代の計算資源とミドルウェア領域

の目紛しい発達と、クラウドコンピューティング

によるデジタル市場の爆発的な拡大を地盤に、

2017 年以降の生成 AI の本格的な社会実装3により

到来した AI 革命により、今まで表形式に構造化さ

れたデータしか扱えなかったソフトウェアは、つ

いに日常の文書や画像、映像、音声、図面等といっ

 
1 日電（現 NEC）による第一世代 DSP の世界初商用化

（1980 年）、CCD イメージセンサの航空機搭載用カラー

カメラ実用化（1980 年）、日立製作所による MOS イメー

ジセンサ商用化（1981 年）、世界初のウェブサイトがス

イス欧州原子核研究機構（CERN）の NeXT コンピュータ

上で開設（1991 年）、CMOS イメージセンサの発表

（1993 年）、自動車領域での先行的な MEMS センサ（圧

力センサ、加速度センサ、ジャイロセンサ等）実用化

（1980 年～1990 年）、IIJ によるインターネット接続の商

用化（1993 年）、Microsoft が TCP/IP 標準搭載の

Windows95 を販売開始（1995 年）、NVIDIA が世界初の

GPU GeForce256 を発売（1999 年）等 

2 ADSL 商用利用が開始（1999 年） 、RTK-GNSS の実

用化（2000 年初頭）、愛知電工によるアモスフォル MI セ

た、非構造化データまでも大規模、かつ高速に飲

み込むようになった。いま世界は、存在する文字

通りすべての取得可能なデータを起点に、企業自

体や企業が提供するサービスの付加価値がソフト

ウェアによって規定される「聖域なきデジタル市

場時代」4に突入している。 

 

聖域なきデジタル市場において、ソフトウェアと

データはすべての産業・市場を飲み込んでいる。

そして、経済活動の付加価値源泉としてのハード

ウェアとソフトウェアの主従逆転が起きている。

ハードが売れないとソフトが売れない、というモ

ノの付随物としての組み込みソフトウェアの時代

から、ソフトが売れないとハードが売れない、と

いうソフトウェア付随物としてのモノという時代

に変容しているのである。 

ンサの実用化（2001 年）、第 3 世代移動通信システムの

商用開始（2001 年）、FTTH の商用利用開始（2001 年）、

AWS によるクラウドコンピューティング（EC2 パブリッ

クβ）の商用化（2005 年）、Sony による裏面照射型

CMOS の量産化（2008 年）、マルチ GNSS の実用化

（2010 年台）、ITU での LTE-Advanced、WiMAX2 規格

の第四世代移動通信システム承認（2012）等 

3 Transformer 技術を生み出した「Attention is All You 

Need」論文の発表（2017 年）、ESTI にて MEC のリファ

レンスアーキテクチャ公開（2019 年）、OpenAI の GPT

初期モデルリリース（2018 年）、第 5 世代移動通信シス

テムの商用利用開始（2020 年）、ChatGPT（2022 年）等 

4 便宜上、ソフトウェア（アルゴリズム）とデータを総

称し、デジタルと表現している。 
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現代社会では、消費者はモバイル自体ではなく、

アプリケーションサービスの媒体としてスマート

フォンを買っている。家電自体ではなく、自動調

光や遠隔予約サービスの媒体としてのスマート家

電を買っている。昨今、米国の Tesla 社や中国の

新興 OEM である BYD 社が自動車業界の版図を揺

るがしている5のも、消費者が自動車自体ではなく、

自動運転やエンタメといったサービス体験の媒体

として Software Defined Vehicle（以下、「SDV」

という。）を買っているからである。こうした流れ

は、一般消費者を相手にしたコンシューマデバイ

スだけでは収まらない。今後、企業を相手にした

ロボットや建機といった産業機械の分野でも、こ

のようなソフトウェアとハードウェアの主従逆転

は加速していく。 

 

サービスの付加価値を規定するソフトウェアが売

れないとハードウェアが売れない。そして、デー

タがなければ価値あるソフトウェアが生み出せず、

競争力が維持できない、というデータに全てを飲

み込まれる世界(Data is Eating the World)が、聖

域なきデジタル市場という現実の競争環境として

着実に迫っているのだ。 

 

こうした、ハードウェアからソフトウェア・デー

タへの付加価値の移行がグローバル規模で、そし

て、かつてない加速度で進む中、我が国のデジタ

ル競争力は依然として低迷を続けている。 

図 1 で示すとおり、ロボティクスや通信環境、電

子政府の取組が先進する一方で、ソフトウェア・

データ市場における競争力の源泉であるデジタル

/技術スキルや、ビッグデータ活用をはじめ、聖域

なきデジタル市場で生存するための企業のアジリ

ティ、ビジネスの機会と脅威、国際経験は世界で

も極めて低水準である6。 

 

図 1 日本の国際デジタル競争力 

 
5 2024 年新規新車販売台数ベースでは、BYD 社（427 万

台）が、ホンダ（380 万台）、日産（334 万台）を越え、

全体で 7 位。時価総額ベースでは、Tesla 社（8477 億ド

ル）で、トヨタ（2339 億ドル）を越えて全体で 1 位とな

っている。（本書執筆時点）出典：日本経済新聞、各社公

開資料 

6 IMD World Competitiveness Center. (2024). IMD 

World Competitiveness Ranking 2024: Economy Profile 

Japan.https://imd.widen.net/content/spl6279qgc/pdf/2

024-Digital-Country-profile-Japan.pdf 
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我が国では、“2025 年の崖”というキャッチフレ

ーズとともに、DX(デジタルトランスフォーメー

ション)という単語の一般認知が“ベンダ企業”の

主導する形で進んだが、2020 年に公開された

「DX レポート 2.0」では、多くの企業がレポー

トを誤読しており、経営問題としてのビジネス構

造の改革と企業価値向上が本来目的である DX が

「DX=レガシーシステム刷新」と矮小化されたこ

とに警鐘を鳴らしている7。グローバル市場で

は、すべての企業がソフトウェアカンパニーとな

り、さらに多くの産業がソフトウェアにより破壊

されると 2011 年に提唱されて久しい中8でこのよ

うな「ベンダ企業対ユーザ企業」という、伝統的

な枠組みでナラティブを展開していた“2025 年の

崖”はもはや今日の現状を適切に表現できておら

ず、その役割を終えたといえる。なぜなら、聖域

なきデジタル市場では、すべての企業は生存のた

めにソフトウェアカンパニーに、そしてデータカ

ンパニーにならざるを得ないからである。 

 

このような国際市場と我が国産業のデジタル競争

力に関する大きな断絶が存在する中で、その歪み

は我が国の国際収支に「デジタル赤字」という形

で表れている。デジタル赤字は、聖域なきデジタ

ル市場において我が国産業の置かれた状況を示唆

するものである。 

  

 
7 “我が国企業全体における DX への取組は全く不十分な

レベルにあると認識せざるを得ない。このことは、先般の

DX レポートによるメッセージは正しく伝わっておらず、

「DX＝レガシーシステム刷新」、あるいは、現時点で競争

優位性が確保できていればこれ以上の DX は不要である、

等の本質ではない解釈が是となっていたとも言える。”  

（出典：経済産業省 (2022)「DX（デジタルトランスフォ

ーメーション）レポート 2.0 中間とりまとめ」 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/di

gital_transformation_kasoku/pdf/20201228_3.pdf） 

8 Marc Andreessen. (2011). Why Software Is Eating the 

World. https://a16z.com/why-software-is-eating-the-

world/ 
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1.2 適用範囲と目的 

本書は、マクロ経済指標におけるデジタル赤字に

着目し、その統計結果の背景にある我が国産業と

市場の構造問題を明らかにすることで、その構造

問題を打破するための産業戦略を示し、今後官民

の役割分担の下、実行すべき施策を策定するため

の共通認識を醸成することを目的とした報告書で

ある。 

 

デジタル赤字の定義 

国際収支統計におけるサービス収支は、構成する

各項目を取引の特性に応じて分類し、各項目を、

モノの移動や生産活動に関係するもの、ヒトの移

動や現地での消費活動に関係するもの、デジタル

に関係するもの、金融や保険に関係するもの、そ

の他の 5 つに分類され、特性ごとに金額を合計す

る形で算出されている。この中でも、デジタルに

関連するものを「デジタル関連収支」といい、表 

1 で示すとおり、デジタル関連収支は、①著作権

等使用料、②通信サービス、③コンピュータサー

ビス、④情報サービス、⑤経営・コンサルティン

グサービスの 5 項目により構成されている。 

 

表 1 サービス収支の分類表 

 

「デジタル赤字」とは、このデジタル関連収支の

支払超過を示す用語であり、収支を構成する 5 項

目の支払の合計額が、受取の合計額を上回ってい

ることを意味する。 

 

 

 

なお、「経営・コンサルティングサービス」には

デジタル広告関連収支が含まれており、その赤字

の大部分はデジタル広告により構成されているこ

とから、名称のミスリーディングがあることに留
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意する必要がある。内閣府の報告9でも、経営・

コンサルティングサービスの収支赤字は、海外へ

のインターネット広告関連の支払額でほとんど説

明可能なことが示されている。（図 2）

図 2 経営・コンサルティングサービス収支と海外へのインターネット広告関連の支払額比較 

 

また、図 3 に示すとおり、経常赤字やデジタル

赤字の数字それ自体は、支払及び受取に係る会計

上の支払超過を意味するに過ぎず、赤字そのもの

がただちに問題ということはないことに留意する

必要がある。

 

図 3 デジタル赤字構造による影響と経済、産業、財政、金融政策のトレードオフの関係性 

 
9 内閣府「令和６年度年次経済財政報告」第１章１節 

https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-

je24/pdf/p010001.pdf 
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図 4 に示すとおり、2024 年現在において、デジタ

ル関連収支は 6.85 兆円の赤字を計上しており、大

幅なデジタル赤字状態である。デジタル関連収支

の推移を確認すると、受取、支払ともに堅調に伸

長する一方で、支払の増加率と比して受取の増加

率が低いことによるギャップが収支全体の赤字を

引き起こしている状況である。

 

 

図 4 デジタル関連収支の推移とデジタル関連収支を構成する 5 項目の推移 

本書では、デジタル赤字の 97%（約 6.7 兆円）を

占める（イ）経営・コンサルティングサービス、

（ロ）コンピュータサービス、（ハ）著作権等使用

料の３項目に焦点を絞り、分析を行う。本書は、支

払及び受取に係る国際収支のトレードオフについ

ての深堀りや是非の議論を行うのではなく、デジ

タル赤字という会計上の結果を起点に、我が国産

業と市場が置かれている状況の診断に重点を置く。

そして、デジタル赤字の背景にある産業の構造問

題を解きほぐし、我が国が目指すべき方向性と資

源分配に関する戦略、その実行に対する戦術ギャ

ップを明らかにすることが目的である。

 

 

本書の公開を通じて、無形資産時代への移行に伴

うソフトウェア・データを中心とした「聖域なき

デジタル市場」における我が国産業と市場が置か

れている「デジタル敗戦」ともいえる危機的状況

に警鐘を鳴らし、経営者や投資家、政策担当者を

対象に、日本の産業競争力の向上のため、これま

での政策アプローチや産業構造に囚われない新た

な官民の協力関係の構築と戦略実行を模索してい

くための土壌形成を企図する。 
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1.3 想定読者 

本書は、デジタル分野に限らず、すべての分野において、以下のような立場の者を主要な読者として想定

している。 

 

1. ソフトウェア・データにより破壊的な影響を受けるすべての産業の企業経営者および経営幹部 

2. 中央官庁、地方自治体をはじめとする行政、そして政治を含む我が国の政策に関わりその立案・執行

を担うすべての政策担当者 

3. 調達手法(デット/エクイティ)や対象(スタートアップ支援から大企業の承継まで)の種別を問わず、

金融市場に関わるすべてのパブリック/プライベート投資家 
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第 2 章 デジタル赤字を生み出す構造問題と悲観シナリオ 

本章では、デジタル赤字の背景にある構造的問題の解像度を高めるため、主要な企業の財務情報などを

基に、8 つに細分した事業区分別の各社売上高の積み上げ、送金比率、将来の市場成長性（CAGR）の 3

変数を用いた新推計モデルを構築し、市況分析とシナリオ推計（ベースシナリオ、AI 革命を踏まえた悲

観シナリオ、貿易収支への影響推定）を実施の上、我が国が実施すべき戦略を提示する。 

2-1 聖域なきデジタル市場の到来と既存市場の破壊 

ハードウェアとソフトウェアの主従逆転 

デジタル赤字の構造問題の分析に入る前に、聖域

なきデジタル市場を理解するための前提知識とな

るハードウェアとソフトウェアの主従逆転現象に

ついて簡単に触れておく必要がある。 

 

ハードウェアとソフトウェアの主従逆転は、イン

ターネットと Web 技術の発展とともに進行して

きた現象である。ネットワーク・通信技術の発達

により、ハードウェアが消費者側の端末であるク

ライアントサイドデバイス（以下、「デバイス」と

いう。）、と提供者側の環境であるサーバーサイド

インフラストラクチャ（以下、「インフラストラク

チャ」という。）に分離したアーキテクチャに移行

したことが、ひとつの大きな要因といえる。（図 5） 

 

図 5 クライアントサイド・サーバーサイドの分離とソフトウェア・データ中心の世界への移行 

 

例えば、クライアントサイドでは、スマートフォ

ンやウェアラブル端末、SDV、ドローン等といっ

たモダンなデバイスだけではなく、無線通信や遠

隔制御が前提ではなかった家電等のコンシューマ
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機器をはじめ、建機、農機、工作機械等の産業機

器、電気メーターや河川水位監視センサといった

センサ類もネットワークと通信環境の恩恵を受け

た Internet of Things（以下、「IoT」という。）と

してソフトウェアに規定される形でデバイス化が

進んだ。それらのデバイスは、外部環境データや、

人間・コンピュータのインターフェースとして消

費者の行動、センシングデータ等を取得し、企業

がより高品質なサービスを提供するための手段と

して活用されている。 

 

さらに、クライアントサイド・サーバーサイドの

分離は、サービス提供側の革新としてネットワー

ク経由で計算資源を提供するクラウドコンピュー

ティング10を台頭させ、そのサービス形態としてソ

フトウェア、インフラストラクチャ、プラットフ

ォームをアズ・ア・サービス（as-a-service）とし

て提供するビジネスモデルを生み出した。 

 

 

⚫ ソフトウェア・アズ・ア・サービス（SaaS）： 

アプリケーションをクラウドコンピューティング方式で提供するサービス。2000 年頃の Salesforce

社の CRM サービス等を皮切りに市場浸透が進んでいる。 

⚫ プラットフォーム・アズ・ア・サービス（PaaS）： 

アプリケーションの実行環境（ミドルウェア、OS）をクラウドコンピューティング方式で提供する

サービス。SaaS に次いで IaaS が市場浸透し始めた 2010 年頃以降、アプリケーション開発者に向

けて提供の拡大が進んでいる。 

⚫ インフラストラクチャ・アズ・ア・サービス（IaaS）： 

インフラストラクチャ（ハードウェアとソフトウェアの集合としての演算機能、ストレージ、ネット

ワークその他の基礎的コンピューティングリソース）を仮想化してクラウドコンピューティング方

式で提供するサービス。2005 年の Amazon 社の EC2 サービス等を皮切りに市場浸透が進んでいる。 

 

ここで重要な示唆が２点ある。 

（1） デバイスの売り手も、インフラストラクチ

ャの売り手もソフトウェア・データを起点

に、モノではなくサービスを売っていると

いうこと。デバイスは、デバイスを媒介し

たアプリケーションサービスを、またはデ

ータの取得手段としてのサービスを売っ

ている。一見モノを売っているように見え

る IaaS も単に計算資源を提供するだけで

なく、ユーザが使いやすく管理されたマネ

ージド型の計算サービスとして売ってい

 
10 共用の構成可能なコンピューティング資源の集積に、ど

こからでも、簡便に、必要に応じて、ネットワーク経由で

アクセスすることを可能とするモデル  

( 出 典 ： National Institution of Standards and 

るのである。 

（2） そのサービスは、労務コストの投入時間と

サービスの量・質が比例する労働集約型

（いわゆる人月商売）ではなく、一度サー

ビスを立ち上げると、究極的には限界費用

が電気コスト程度で水平展開が可能な資

本・知識集約型ということ。図 6 に示され

るように、このようなビジネスモデルでは、

労務コストをサービスの付加価値をより

高められる、バリューチェーンの上流プロ

セス（企画、開発、設計等）と下流プロセ

Technology. (2011). The NIST Definition of Cloud 

Computing. 

https://nvlpubs.nist.gov/nistpubs/legacy/sp/nists

pecialpublication800-145.pdf) 

https://nvlpubs.nist.gov/nistpubs/legacy/sp/nistspecialpublication800-145.pdf
https://nvlpubs.nist.gov/nistpubs/legacy/sp/nistspecialpublication800-145.pdf
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ス（営業、マーケティング、カスタマーサ

クセス等）に重点配分することができるた

め、企業の総売上高に直結する人事配置が

可能である。聖域なきデジタル市場では、

サービス実装に係る SI（システムインテグ

レーション）や運用保守、ローカライゼー

ションといった労務コストのパフォーマ

ンスが低い中流プロセスで稼ぐのではな

く、上流・下流プロセスでサービスの規模

と品質を向上して稼ぐプレイヤーが唯一

競争で生き残れるのである。 

 

図 6 サービス提供におけるバリューチェーンと付加価値のスマイルカーブ 

 

本書全体を通じて、この 2 つの基本的なビジネス

モデルの原則はすべての事例に適用される。聖域

なきデジタル市場における前提である、ハードウ

ェア・ソフトウェアの主従逆転、上流・下流工程に

付加価値が偏るバリューチェーンのスマイルカー

ブを踏まえた上で、デジタル赤字の背景構造の分

析を行っていく。 
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2-2 デジタル赤字が示唆する現状の構造問題 

デジタル赤字の構造問題を分析するための新推計モデルの導入 

デジタル赤字を構成するデジタル関連収支の構造

問題を分析するにあたり、財務省が所管し日本銀

行が公表する国際収支関連統計を用いるには 3 つ

の課題が存在している。

 

 

 

 

（1） 国際収支関連統計は外為法に基づき提出された企業の送金情報を計上したものであり、基礎資料

における国際収支項目の割り当ては各社の管理会計に依存している11ため、企業間でデータ品質

や実態反映のばらつきが存在する。 

（2） デジタル関連収支にはデジタルに直接関係ない送金項目が算入12されており、データ・ソフトウ

ェアによって生み出された付加価値を適切に反映できていない。 

（3） 国際収支関連統計は個社の機密情報を日本銀行が統計処理の上、マクロ情報として公開している

ため、統計情報からのデジタル赤字の構造問題の分析は難しい。 

 

上記の 3 つの課題を克服し、デジタル赤字の背景

にある構造的問題の解像度を高めるため、本プロ

ジェクトでは主要な企業の財務情報（有価証券報

告書）などを基に、事業区分別の各社売上高の積

み上げ、送金比率、将来の市場成長性（CAGR）の

3 変数を用いた推計モデルを（以下、「PIVOT デジ

タル赤字推計モデル」）新たに構築し、シナリオ分

析を実施した。表 2 に示すとおり、PIVOT デジタ

ル赤字推計モデルは再現性、説明力、シナリオ予

測性に重点を置いたものであり、日本銀行の国際

 
11 自社内の事業分類と国際収支項目の紐づけが難しい場合、一定の前提で支出をひとつの項目に集約するといった対応

が各社で行われており、実態が適切に反映されていない場合も多く存在する。 

12
 例えば、専門・経営コンサルティングに計上される「展示会、見本市等の開催費用の受払」、「製品販売促進のための

費用の受払」、「法律顧問料、会計監査料、税務相談料等の受払」などには、デジタル関連以外の送金項目が含まれている

可能性が高い。また、コンピュータサービスには「ハードウェアのコンサルティング・維持修理」や、情報サービスには

「図書館・公文書館サービス、アーカイブサービスの利用代金の受払」などの項目が計上されており、同様にデジタル関

連以外の送金項目が含まれている可能性がある。 

出典：日本銀行「国際収支項目番号一覧・内容解説」及び「国際収支関連統計 項目別の計上方法」 

収支関連統計の考え方をベースとしつつも、我が

国が対処すべき領域の優先順位の検討と政策的打

ち手をセミマクロの観点で定量的に評価すること

を目的としている。本書においては本モデルによ

るシナリオ分析を基に、課題特定と戦略の分析を

実施する。なお、PIVOT デジタル赤字推計モデル

の詳細については、附属書 PIVOT デジタル赤字推

計モデル解説を参照のこと。 
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表 2 日本銀行モデルと PIVOT デジタル赤字推計モデルの比較 
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PIVOT デジタル赤字推計モデル 8 つの事業区分で見た国内市場の状況 

PIVOT デジタル赤字推計モデルでは、デジタル関

連収支の中でも特に寄与率が高い国際収支項目で

ある専門・経営コンサルティング、コンピュータ

サービス、著作権等使用料の 3 項目を 8 つの事業

区分（経営コンサルティング、SI、アプリケーショ

ン、ミドルウェア、計算資源インフラストラクチ

ャ、デジタル広告、デジタル取引、エンタメ関連）

に再分類し、推計を実施している。（表 3）なお、

エンタメ関連については、データ・ソフトウェア

によって生み出された以外の付加価値も含みうる

ことから、デジタル関連とは別項目として計上を

実施している。 

 

表 3 PIVOT デジタル赤字推計モデルにおける事業区分と国際収支項目との対応関係 

  

この 8 つの事業区分を基に、国内市場規模、市場

CAGR 及び業界粗利率を整理したものが以下の表 

4 である。 
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表 4 PIVOT デジタル赤字推計モデルの 8 つの事業区分で見る国内市況 

 

8 つの事業区分について、日本市場が置かれている現状は以下の 4 点である。 

 

（1） 国内市場は労働集約型の SI 市場の規模が約 38％で単独事業として最も大きいが、資本・知識集

約型の市場の総計には劣っている。 

（2） 高利益率・高成長率の資本・知識集約型事業（アプリケーション、ミドルウェア/OS、計算資源

インフラ、デジタル広告）の市場シェアは軒並み外資に押さえられており、日系企業は低利益率・

低成長率の SI 市場で踏みとどまっている状況。 

（3） ただし、デジタル取引市場に関しては外資・日系企業で均衡状態を維持している。 

（4） また、AI 革命に伴う計算量の増加で最も市場成長率が高くポテンシャルのある計算資源インフラ

の外資比率は高いが、現時点での国内市場規模比率は 2%と限定的。 
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2-3 聖域なきデジタル市場におけるデジタル赤字推定シナリオ 

本プロジェクトでは、堅実な推定力に重きを置い

たベースシナリオに加えて、AI 革命と外資企業の

影響を踏まえた悲観シナリオの推計を実施するこ

とで、聖域なきデジタル市場における適切な戦略

策定に向けた分析を行っている。 

拡大の一途を辿るデジタル赤字とデジタル敗戦の加速 

ベースシナリオでは、PIVOT デジタル赤字推計モ

デルにおける 8 つの事業区分を土台に、2035 年度

までのデジタル赤字の推計を実施している。図 7

に示すとおり、本推計では、アプリケーションや

デジタル広告、デジタル取引など外資企業の国内

シェアが大きい領域で更に赤字が拡大し、2035 年

で約 18 兆円のデジタル赤字を計上するという結

果が得られた。 

  

図 7 PIVOT デジタル赤字推計モデルに基づく事業区分別のデジタル赤字将来予測（ベースシナリオ） 
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インターネット革命以来の市場の地殻変動、「AI 革命」の到来による影響 

悲観シナリオでは、聖域なきデジタル市場におけるデジタル関連サービスにおける日系企業の受取、外

資企業への支払について、大きく影響する変数を踏まえながら、以下 3 点を取り込んだ推計を実施した。 

 

1. AI 関連国内新規市場の外資シェアの維持(支払増): 

AI 革命による半導体(GPU)を含む計算資源インフラ、ミドルウェア/OS、アプリケーション、SI の

新規市場の開拓を前提に、日系企業が外資シェアを取り返せず、現状維持に留まったと仮定 

2. 国内既存市場外資シェアの拡大(支払増):  

外資企業が 2021-23 年の伸び幅で 30 年まで一定のシェアを獲得し、その後成長安定期に入ること

を仮定 

3. 海外既存市場の外資シェアの拡大(受取減): 

日系企業群の海外売上成長率が、グローバル市場の CAGR よりも低水準となると仮定 

 図 8 PIVOT デジタル赤字推計モデルに基づくデジタル赤字の将来予測（悲観シナリオ） 

 

図 8 のとおり、悲観シナリオでは、国内市場外資

シェアの拡大を主要因として、約 10 兆円の追加的

な支払超過が発生し、2035 年で約 28 兆円のデジ

タル赤字を計上するという結果が得られた。 

また、表 5 に示すとおり、悲観シナリオにおける

ベースシナリオとの差分をそれぞれで追跡すると、

以下 3 点の示唆が読み取れる。 
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表 5 悲観シナリオにおける影響要因の分布 

 

  

1. AI 革命により、日本企業最後の砦として残っていた国内外における SI 事業の受取/支払の両面瓦解 

2. 国内市場における高利益率/高成長率事業(アプリケーション、ミドルウェア/OS、デジタル広告及び

デジタル取引)の外資企業による更なる侵食 

3. 海外における日系プラットフォーム事業のシェア低下  
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聖域なきデジタル市場では貿易収支も対岸の火事ではない 

最後に、ここまではあくまで既存の枠組みにおけ

るサービス収支の範疇で将来推計を行ってきたが、

この推計には、以下 2 点が反映されていない。 

 

1. デバイス特有のソフトウェア（=隠れデジタル赤字） 

クライアントサイドにおけるデバイス特有のソフトウェアの支払超過。組み込みソフトウェアの時

代からモノの一部として貿易収支に計上されていると考えられ、これにはファームウェアや専用Ｏ

Ｓ、ミドルウェアが含まれる。なお、Windows や Android、iOS 等の汎用 OS については、既に著

作権等使用料の区分で計上されていることに注意。 

2. SDX 化による既存デバイスの売上減退（=SDX 赤字） 

聖域なきデジタル市場のソフトウェア-ハードウェアの主従逆転に伴い、モノを売るためにソフトウ

ェアサービスを売るというアプローチである SDX(Software-Defined Everything)化が既存のデバイ

ス市場にもたらす支払超過。 

 

上記 2 点を踏まえた 2035 年の悲観シナリオ推計

を実施したところ、聖域なきデジタル市場におい

てソフトウェア・データを爆心地にした貿易収支

の侵食により、モノを含めたソフトウェア・デー

タ市場の赤字は最大で 45 兆円まで拡大する可能

性があることが示された。 

  

図 9 聖域なきデジタル市場での貿易収支への影響も踏まえたソフトウェア・データ赤字の最大推計 

 

図 9 で示すとおり、自動車・産業機器・通信機器 分野のソフトウェア・データについて、隠れ赤字
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部分で最大約 3.8 兆円の追加計上が見込まれる。

また、SDX 赤字の影響が最大約 13.5 兆円程度見

込まれ、聖域なきデジタル市場が日本産業の屋台

骨である製造業を破壊的に脅かすことが推計値か

ら読み取れる。聖域なきデジタル市場化の具体的

な事例として、自動車の SDX 化、つまり SDV が

どのようにソフトウェア・データ市場に飲み込ま

れるかについての推計を本書では触れておく。 

 

SDX による貿易収支の浸食（SDV 事例） 

図 10 2025 年最大推計における自動車産業における隠れデジタル赤字と SDX 赤字 

 

 

図 10 で示すとおり、自動車産業における SDV 事

例では、2035 年最大推計で（1）隠れデジタル赤

字 1.3 兆円、（2）SDX 赤字 4.0 兆円が計上される

ことが予測される。
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（1） 自動車産業の隠れデジタル赤字推計 

図 11 自動車 OEM の売上予測（ハードウェア・ソフトウェア別） 

 

図 11 のとおり、自動車販売におけるソフト

ウェア（アプリケーション、ミドルウェア/OS）

の売上金額は、年率 17.4%で成長し、2040 

 

年までに 40%までに達する見込みであり、ハ

ードウェアとソフトウェアの主従逆転が大き

く進展していく。 

図 12 自動車産業の隠れデジタル赤字推計

 

車載ソフトウェアを車載 OS・ミドルウェア、

インフォテイメント・コネクテッド、ADAS

（先進運転支援システム）/AD（自動運転）に

分類したうえで、デジタル赤字への影響額を

「国内車載ソフトウェア×外資委託比率×送

金比率」で推計したものが図 12 である。パ

ワートレイン・シャーシ、ボディ等の車体制

御関連は国内 OEM や Tier1
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を中心とした製造が維持される一方で、車載

OS・ミドルウェアや、音楽等の娯楽機能を中

心としたインフォテイメント・コネクテッド、

ADAS/AD については、2035 年時点で相当割

合を外資に依存することとなる。これらの支

払超過は、元々組み込みソフトウェア貿易収

支側に計上されていた隠れデジタル赤字とし

て、2035 年最大推計で約 1.3 兆円を計上する

予測である。

（2） 自動車産業の SDX 赤字 

また、自動車産業において、SDV 化による

既存デバイスの売上減退も顕著であり、そ

の総額は 2035 年最大推計で約 4 兆円を計

上する予測である。図 13 に示すとおり、

JEITA レポートにおいて予測される 2035

年時点での SDV 生産台数比率に、「日系・

外資生産台数シェア×国内自動車輸出入

額」を乗じたものが、SDX 化による貿易収

支へのインパクト推計値となる。2035 年

においては、外資への支払増加最大 1.9 兆

円、日系の受取減少最大 2.1 兆円と、ソフ

トウェアが売れないとハードウェアが売

れないという、聖域なきデジタル市場にお

ける原理が如実に数値に表れているとい

える。

図 13 自動車産業の SDX 赤字 

 

SDX 戦線においては、ソフトウェアを主語に日本

が強みを持つ領域のデバイスを死守する必要があ

る。日本企業が付加価値の源泉であるデータを持

っており、強みを持つ領域がアプリケーション、

ミドルウェア/ＯＳ領域を逃してしまうと、モノ側

も付随する形で押さえられてしまうこととなり、

日本のデジタル敗戦は決定的なものとなるだろう。 
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2035 年に向けた重要な技術的マイルストーンの考慮 

2035 年を見据えた際に、マイルストーンとなる技

術的動向として押さえなければならないのが、量

子コンピューティングである。 

 

現在、足元で悲観的な市場センチメントが観測さ

れ始めている量子技術（以下、「QT」という。）に

ついて、10 年の長期的なスパンで見た際には、研

究開発が進み、最短のシナリオの場合 2035 年を

目途に先行分野で社会実装に至るものと推定され

ている13。QT の実装に伴い、インフラストラクチ

ャ領域でノイマン型（古典）コンピューティング、

量子コンピューティングのハイブリッドアーキテ

クチャに徐々に移行する中で、IaaS の前提となる

仮想化技術をはじめ、QT ネイティブの OS、ミド

ルウェア、アプリケーションのエコシステムがノ

イマン型を前提とした市場全体に非連続的なイン

パクトを与えることになる。将来的な量子エコシ

ステムの確立は、ノイマン型のコンピューティン

グ領域において後塵を拝した日本にとっては千載

一遇の最後の逆転チャンスであり、この転換点を

マイルストーンに、来る社会実装に向けて官民投

資の資金プールを拡大していかなければならない。 

 

足元の資金プールを見てみると、図 14 で示され

るように、公的投資は中国が、民間投資は米国が

それぞれ圧倒的な主導を行っている状況。量子コ

ンピューティングの商用実装に向けて「死の谷」

を乗り越えるためには、忍耐強い投資と、社会実

装フェーズの大規模投資に耐えうる資金プールの

積み上げが必須である。

図 14 量子技術への民間投資と公的投資の比較 

 

 
13 最短の 2035 年時点で化学、ライフサイエンス、ファ

イナンス、モビリティの 4 分野で実装が進むものと推定

され、４分野を含む全分野での量子技術の市場規模は

280 億ドル規模（楽観推定 720 億ドル）に到達するとさ

れている。（出典：McKinsey (2024)「Quantum 

Technology Monitor」） 
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聖域なきデジタル市場で我が国が取るべき戦略の方向性 

将来シナリオの推計と重要技術動向を踏まえ、我が国がとるべき戦略の方向性 8 つの事業区分別に整理

する。 

 

1. アプリケーション事業、ミドルウェア/OS 事業 

高利益率・高成長率事業であり、我が国はこの事業を起点に海外からの受取を増大する必要。 

2. SI 事業 

低成長・低利益率事業であり、AI 革命と外資サービス進出による外圧でビジネスモデル転換が迫

られる。本事業を主たる収益源とするベンダ企業は、ビジネスモデルをスマイルカーブ上流、下

流に移行しなければ、国内ですら生存は難しい。 

3. デジタル広告事業、デジタル取引事業 

プラットフォームの存在を前提とした収支項目であり、アプリケーション事業を発達させる前に

先取りはできない。本項目の対策には、先行者不在の分野でのいわゆるプラットフォームの生み

出しが必須（3-4 デジタル広告、デジタル取引事業の戦略実行の示唆で詳述） 

4. 計算資源インフラ事業 

成長率の高い計算資源インフラの短期的な内資転換はサービスの量・質双方の観点で非現実的。

「外資に対する計算資源インフラ支払＜アプリケーション・ミドルウェアの輸出による海外から

の受取」の差分で稼ぎながら、QT によるコンピューティングアーキテクチャの大転換に向けた

官民の長期的な投資確保につなげていく必要。 

5. 経営コンサルティング事業 

外資依存による影響は限定的。旧 SI 事業の上流側で取り込むことで、瓦解する SI 市場の代替利

益として寄与する可能性。 

6. エンタメ関連 

引き続き我が国の強みを生かして受取を確保。特にアプリケーション・ミドルウェアとのクロス

ポイントは更なる競争力強化につながる可能性。 
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上記を踏まえ、短期・長期で日本が実施すべきグローバル市場進出に基づく受取増加戦略を、以下のよう

に策定する。 

 

• STEP1：短期（受取を増やす） 

計算資源インフラの短期的な内資転換を行うのではなく、高品質な外資インフラを最大限活用した

上で「海外に対する計算資源インフラ支払<海外からの受取」の条件を満たしながら、以下 2 点を実

施。 

1. 高利益率・高成長率のアプリケーションおよびミドルウェア/OS 事業を大規模に支援し、海外

市場からの受取増加を目指す。 

2. 先行プラットフォーム事業者がカバーしていない領域をプラットフォームとして奪取し、デジ

タル広告およびデジタル取引での受取増加目指す。 

 

• STEP２：長期（支払構造を転換する） 

アプリケーション、ミドルウェア/OＳ、デジタル広告及びデジタル取引事業でスケールしたサービ

サの投資余力を QT によるアーキテクチャ大転換に振り向け、仮想化技術をはじめとしたインフラ

ストラクチャ領域を奪取する。またノイマン型/量子型ハイブリッドの到来に向け、QT ネイティブ

のミドルウェア/OS、アプリケーションの新市場で更なる受取増加を目指す。 

 

本戦略を踏まえ、以降の章では主として外資に対

する計算資源インフラ支払＜アプリケーション・

ミドルウェアの輸出による海外からの受取という

条件を踏まえた、（1）アプリケーション及びミド

ルウェア事業の戦略実行、（2）SI 事業の瓦解に対

する手当、そして（3）デジタル広告及びデジタル

取引事業の戦略実行に焦点を置き、聖域なきデジ

タル市場の適応に向けた国内産業のギャップと各

国政府のアプローチを基にした政策的示唆につい

て取り扱うことでデジタル赤字構造の打破、そし

て長期的な最後の勝負所であるコンピューティン

グアーキテクチャの大転換への適合に向けた官民

のアクションに対して示唆を提示する。 
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第 3 章 世界市場の動向と戦略趨勢 

本章では、聖域なきデジタル市場の新たな市場分析フレームワークとして「ニブモデル」を提示し、グロ

ーバル戦略トレンドを 6 つに分類。世界市場におけるリーディング企業がどのような戦略趨勢を取って

いるのかを整理・分析し、我が国が官民で取るべき戦略実行で依拠すべき定石を描出する。 

 

3-1 グローバルデジタル市況分析フレームワークの導入 

聖域なきデジタル市場のグローバル企業戦略分析の必要性 

聖域なきデジタル市場化の進行に伴い、日本に限

らず世界の市場において、既存の伝統産業を飲み

込む形でソフトウェア・データカンパニーが版図

を塗り替えている。これはかつて「GAF（M）AM」

や「BAT（H）」と呼称されていた米中の一部ビッ

グテック企業に限らず、すべての企業が強制的に

ソフトウェア・データカンパニーとして競争する

ことを強いられていることを意味する。 

 

このような新たな時代のグローバル／ローカル市

場の動向を把握し、政策立案や市場戦略を策定す

るためには、IT とそれ以外という伝統的な物差し

ではなく、すべての産業をソフトウェア・データ

領域として包含できる思考・分析の枠組みが必要

である。本書では、このような課題に対応するた

め、新たな市場把握のための分析フレームとして

「ニブモデル（nib model）」を提唱する。 
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図 15 ４層構造のニブモデル 

 

ニブモデルは、前章で説明したクライアントサイ

ド/サーバーサイドの分離を踏まえ、図 15 で示す

とおり、①デバイス、②サービス（アプリケーショ

ン）、③ミドルウェア/OS、④インフラストラクチ

ャ４層で構成される分析フレームである。市場原

理としての経済の規模に関係なく、一度ドミナン

トデザインが築かれると、その地位を代替するこ

とが難しいデバイスとミドルウェアをくびれとし

たニブ（nib）形状のモデルである。 
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ニブモデルで読み解く 6 つのグローバル戦略トレンド 

この４層構造のニブモデルを土台にグローバル企

業の動向を読み解くと、以下図 16 で示すように、

主に６つの大きな戦略トレンドで分類することが

できる。 

 

図 16 ニブモデルに基づく 6 つのグローバル戦略トレンド 

 

(イ) ゲートキーピング戦略 

ゲートキーピングは、ファームウェアと OS を含むデバイスにより消費者との接点とそのデータを

握ることで、ミドルウェア・アプリケーションの優位性を担保する戦略。典型例は Apple、Tesla、

SIEMENS、Samsung 等。 

(ロ) アプリケーションサービス戦略 

アプリケーションサービスは、アプリケーションを中核にサービス市場進出と拡大を狙う戦略。典

型例は Meta、Salesforce、SAP、Adobe 等。 

(ハ) ソフトウェアチョーキング戦略 

ソフトウェアチョーキングは、アプケーションのコアとなるミドルウェアや OS を握ることで優位

性を担保する戦略。典型例は Oracle、Microsoft、Palantir、Cisco Systems 等。 

(ニ) サービスショッピング戦略 

サービスショッピングは、デバイスまたはインフラストラクチャを起点に、ミドルウェア・アプリケ

ーションを自身で開拓し、サービス需要の創出を行う戦略。典型例は NVIDIA、Intel、Qualcomm、

SpaceX 等。 
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(ホ) ゲートシーキング戦略 

ゲートシーキングは、ミドルウェア・アプリケーション強化のために、データを直接取得できるデバ

イス領域まで手を伸ばす戦略。典型例は Meta（Quest）、Google（Pixel）等。 

(ヘ) インフラショッピング戦略 

インフラショッピングは、サービスを起点にインフラストラクチャを大量に所有し、マネージドサ

ービスとして提供する戦略。典型例は Amazon（AWS）、Google（Google Cloud）、Microsoft（Azure）

等。 

 

本章では、この 6 つに集約されたグローバル戦略

トレンドを踏まえながら、聖域なきデジタル市場

における我が国の戦略実行についての示唆を整理

する。第 2 章 デジタル赤字を生み出す構造問題と

悲観シナリオで示したとおり、日本がまず注力す

べき高利益率・高成長率の「アプリケーション」及

び「ミドルウェア/OS」事業、そして「デジタル広

告」及び「デジタル取引」事業の根幹にかかわる、

いわゆるプラットフォーム事業の戦略動向を分析

するため、（1）アプリケーションサービス戦略、

（2）ソフトウェアチョーキング戦略並びに（3）

サービスショッピング戦略に焦点を置き、分析を

実施する。
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3-2 アプリケーション事業の戦略実行の示唆 

アプリケーションサービス戦略の本質 

アプリケーションサービスは、アプリケーション

を中核にサービス市場進出と拡大を狙う戦略であ

る。アプリケーションサービス戦略が典型的に想

定するビジネスモデルの優秀さを説明する上で、

最も重要な概念がサブスクリプション経済である。

これは、2000 年頃の Salesforce 社を代表とした

SaaS モデルにより確立された収益モデルであり、

従来のソフトウェアを買い切りのパッケージで購

入する買い切り経済モデルに対する革新的なビジ

ネスモデルといえる。 

 

表 6 で示すように、従来の買い切り経済ではソフ

トウェア自体を商材として扱い、いかにソフトウ

ェアの機能をパッケージとして充実させ、バージ

ョンや機能の異なる商材ごとに企業の契約件数を

取ることができるかという、合計契約金額（TCV）

を追い求めるゲームであった。 

 

一方で、サブスクリプション経済では、ソフトウ

ェアを通じたサービスを商材とするものである。

ソフトウェアはクラウドコンピューティング方式

で常に最新のサービスとして提供され、顧客が求

める機能もアップデートにより定額で提供が継続

される。顧客はバージョンや機能ごとに商材を買

い替える必要はなく、ソフトウェアの提供者もい

かに顧客ひとりから将来的に受け取ることができ

る額を増やせるかという、顧客生涯価値（LTV）を

追い求めるゲームを行っている。 

 

表 6 買い切り経済とサブスクリプション経済の比較 
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サブスクリプション経済がアプリケーションサー

ビス戦略を駆動する最も重要なビジネスモデル上

の示唆は、年間経常収益（ARR）による損益計算

が収益の予測可能性を高めているということであ

る。ARR の恩恵は、以下 3 点が挙げられる。 

 

1. 経営者は、成長率と解約率を一定と仮定した

際に、ARR に基づいて将来キャッシュフロー

を予測することができ、長期的な財務計画と

経営判断が可能になる。 

2. 投資家にとっても、ARR による将来収益予測

は透明性の高い指標であり、買い切り経済の

ソフトウェアと比較してもエクイティの投資

判断に踏み切りやすい。 

3. 従って、経営戦略として成長率を維持するた

めの営業・マーケティング、解約率を低減す

るためのカスタマーサクセス及びプロダクト

品質を向上する設計・開発に振り切ることが

可能となり、さらなる ARR の拡大によってさ

らなる額の資金調達のフィードバックをかけ

ることができる。 

 

アプリケーションサービス戦略の競争力の源泉は

この ARR による予測可能な経営と投資、そして市

場拡大と投資拡大の正のスパイラルによる無尽蔵

な企業価値の上昇にあるといえる。

  



 

41 経済産業省 若手新政策プロジェクト PIVOT デジタル経済プロジェクトチーム 

デジタル経済レポート―データに飲み込まれる世界、聖域なきデジタル市場の生存戦略 

外部環境変化により蹂躙される国内 SI 事業市場 

上述のとおり、サブスクリプション経済は顧客の

継続利用による LTV が収益上の KPI であり、解約

率低減のための顧客体験向上と製品開発、営業・

マーケティング及びカスタマーサクセスに基づく

市場拡大が市場原理に組み込まれている。サブス

クリプション経済の雄である Salesforce 社は

1990 年代後半の米国で、エンタープライズソフト

ウェアの買い切り経済に対する幻滅から、サブス

クリプション経済が生まれたと分析しており、そ

のレポートの中でも買い切り経済とその最適化戦

略によって肥大した当時のグローバルSI市場に対

して極めて痛烈な批判を書き残している14。 

 

この 20 年間、グローバル市場におけるソフトウェ

アの買い切り経済、そして SI 市場は、このような

先駆的なイノベーターの手によってその産業構造

を大きく変化させられてきた。一方、現在の日本

SI 市場は買い切り経済を足がけに、アプリケーシ

ョン市場の 4 倍弱の規模を有しており、グローバ

ル市場で淘汰されてきた低利益率・低成長率産業

が、デジタル産業の痕跡器官のように維持されて

いる。しかし、2-3 聖域なきデジタル市場におけ

るデジタル赤字推定シナリオで示したとおり、AI

革命を伴う聖域なきデジタル市場の波は、国内 SI

市場をかつてない凄まじい速度で破壊していく。

 

SI ベンダは、変わらなければ、生存できない。 

SI・運用・保守に代表されるスマイルカーブ中流に最適化された経営資源を最上流と下流側に再配分し、

ビジネスモデルそのものを転換しなければ、中流工程の淘汰が全社収益そのものに大きな、不可逆的な

打撃を与えることになるだろう。 

  

 
14 “企業が必要以上に複雑な製品を作り始め、製品は金銭

ずくの営業部隊によって販売され、寄生虫のようなシス

テムインテグレーション業界が販売を促進していまし

た。誰もが儲かる時代でした。そうです、顧客を除く誰

もがです。”  

（出典：Salesforce（2017）「SaaS スタートアップ創業

者向けガイド」p.14 より抜粋 

https://www.salesforce.com/content/dam/web/ja_jp/w

ww/documents/ebook/saas-founders-guide_JP.pdf） 
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AI ネイティブが求められるアプリケーション市場 

AI 革命がもたらすのは SI 市場の破壊だけではない。 

AI 革命による聖域なきデジタル市場において、ア

プリケーションサービス戦略は「構造化データ＋

ビジネスロジック」の世界から「構造化/非構造化

データ＋AI モデル＋ビジネスロジック」のパラダ

イムに移行する必要がある。AI ネイティブ15に対

応できないアプリケーション事業は、対応した競

合に対する競争力を失い、既にドミナントデザイ

ンを築いていたとしても退場を迫られる恐れがあ

る。AI ネイティブな聖域なきデジタル市場におい

てアプリケーション事業を成功させるためには、

スマイルカーブ、データアーキテクチャ、ソフト

ウェアアーキテクチャ 3 つのシフトが鍵となる。 

  

1. スマイルカーブのシフト 

アプリケーションサービス戦略のスマイルカーブは、上流工程における AI 開発環境による工数削

減・高度化が進むことで、下流工程に向けて更なる付加価値の比重が拡大する。アプリケーションサ

ービス戦略は AI の活用により、市場拡大と投資拡大の正のスパイラルをより高速に回転させること

が可能となり、AI 活用なきアプリケーションサービス戦略は、市場シェア、資金、ソフトウェア開

発工程すべてにおいて大幅に劣後することになる。 

 

2. データアーキテクチャのシフト 

AI 革命により、行と列でデータスキーマを定義するリレーショナルデータベース管理システム

（RDBMS）だけですべてに対応することは困難となっている。AI モデルによりアプリケーションが

扱うデータが多様化することを踏まえ、アプリケーションは、RDBMS だけではなく、NoSQL 等の

採用により構造/非構造ハイブリッドなデータアーキテクチャの対応が求められる。また、データの

処理方式についても、同期通信/非同期通信双方への対応が迫られる。 

 

3. ソフトウェアアーキテクチャのシフト 

データアーキテクチャの複雑化、そしてビジネスロジック対象ドメイン拡大に伴い、ソフトウェア

アーキテクチャもモノリスからマイクロサービスに移行する必要16がある。AI 革命は既存のソフト

ウェアスタックを非常に速いスピードで陳腐化させることが想定され、コンテナベースの開発によ

る疎結合性と拡張性の確保は、更なる競争力の源泉となる。

 
15 本書における AI ネイティブとは、従来のビジネスロジ

ックを中心としたソフトウェア設計から脱却し、AI モデ

ルを核に据え、構造化データと非構造化データの双方を

柔軟に活用することを前提に設計を行うことを指す。 

16 なお、マイクロサービスアーキテクチャの採用には、

マイクロサービスプレミアムを考慮する必要があり、脱

モノリスがすべてのアーキテクチャにおける銀の弾丸で

はないことに留意する必要がある。マイクロサービスプ

レミアムについては、Martin Fowler（2015）

「Microservice Premium」

https://martinfowler.com/bliki/MicroservicePremium.ht

ml などを参照のこと。 

https://martinfowler.com/bliki/MicroservicePremium.html
https://martinfowler.com/bliki/MicroservicePremium.html
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サービスショッピング戦略 

アプリケーションサービスの締め括りとして、最

後にハードウェアを切り口にした移行戦略である

サービスショッピングについて触れ、特に製造業

を典型としたハードウェア領域に強みを持つ日本

企業が参照すべき事例を提示する。なお、サービ

スショッピング戦略も、あくまでアプリケーショ

ン事業が主眼であり、ハードウェアを起点としつ

つも、3-2 アプリケーション事業の戦略実行の示

唆で触れてきたここまでの前提を踏襲することに

留意する必要がある。 

 

サービスショッピングは、デバイスまたはインフ

ラストラクチャを起点に、アプリケーションを自

身で開拓し、サービス需要の創出を行う戦略であ

る。サービスショッピングは①既存産業のビジネ

スモデル転換、②新規産業の市場拡大どちらのフ

ェーズにおいても見られる移行的な戦略といえる。

この前提を踏まえ、縦軸に起点、横軸にフェーズ

を取った分類が図 17 のマトリクスである。なお、

これらの分類はあくまで典型例によるものであり、

企業の事業ポートフォリオ次第で、複数のフェー

ズ、起点での移行戦略が同時に行われることもあ

ることに留意する。 

 

図 17 サービスショッピング戦略の 4 つの小分類 

 

（A） Siemens 型サービスショッピング 

既存ビジネスの範疇で製造/提供するデバ

イスを起点に、アプリケーションサービス

領域に染み出す事例。典型例として、製造

産業における Siemens の産業機械市場を

起 点 と し た サ ー ビ ス サ イ ド へ の 進 出

（SIMATIC、mendix 等）が挙げられる。 
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（B） Tesla 型サービスショッピング 

新規ビジネスとして製造/提供するデバイ

スを起点に、アプリケーションサービス領

域をソフトウェアネイティブで押さえる

事例。典型例として、Tesla の新たな SDV

ビジネスを起点としたサービスサイドへ

の進出（プレミアムコネクティビティ等）

や、2000 年後期の Apple の新たなモバイ

ルビジネスを起点としたサービスサイド

への進出（Apple Store、iTunes 等）が挙

げられる。 

 

（C） NVIDIA 型サービスショッピング 

既存ビジネスの範疇で製造/提供するイン

フラストラクチャを起点に、アプリケーシ

ョン領域に染み出し、自らインフラストラ

クチャの需要創出を行う事例。典型例とし

て 、 エ レ ク ト ロ ニ ク ス 産 業 に お け る

NVIDIA の GPU 市場を起点としたサービ

スサイドへの進出（Omniverse 等）や、通

信産業における Qualcomm のモバイル市

場を起点としたサービスサイドでの進出

（Qualcomm Aware Platform 等）が挙げ

られる。 

 

（D） SpaceX 型サービスショッピング 

新規ビジネスとして製造/提供するインフ

ラストラクチャを起点に、アプリケーショ

ン領域をソフトウェアネイティブで押さ

える事例。典型例として、SpaceX の新た

な衛星通信ビジネスを起点としたサービ

スサイドへの進出（Starlink 等）や、2000

年代初頭の Amazon や Google の新たな計

算資源ビジネスを起点としたサービスサ

イドへの進出（AWS、GCP）が挙げられる。 

 

本書冒頭で示したとおり、デバイス・インフラス

トラクチャの観点で、我が国はロボティクスや無

線ブロードバンドに強みを持っており、Siemens

型を参照した製造産業に係るコンシューマ/エン

タープライズデバイス起点のサービスショッピン

グや、NVIDIA 型を参照したエレクトロニクスや

通信産業を起点としたサービスショッピング戦略

が大きな可能性を持っているといえる。 
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3-3 ミドルウェア/OS 事業の戦略実行の示唆 

ソフトウェアチョーキング戦略 

ソフトウェアチョーキングは、アプケーションの

コアとなるミドルウェアや OS を握ることで優位

性を担保する戦略である。なお、本書が想定する

ミドルウェアには表 7 に例示するとおり、AI モデ

ルをはじめ、データベース/ストレージエンジン、

データマネジメント、API マネジメント、アイデン

ティティマネジメント、ネットワークセキュリテ

ィ、3D モデリング/ソフトウェア開発キット

（SDK）、ソースコード管理/開発など、様々な技

術領域が含まれるが、共通する特徴は個別のアプ

リケーションから分離され、OS 上で共通的な機能

を提供するものである。

 

表 7 ミドルウェア領域、OS 領域の事業主体例 

 

ソフトウェアチョーキング戦略として重要なビジネスモデル上の示唆は 3 点ある。 

 

（1） ミドルウェアはその汎用性から利用者の最大数がターゲット市場によって決定されるアプリケ

ーションと比しても、利益の収穫逓増の効果が更に働きやすいソフトウェアである。また、OS は

ソフトウェアの中で最も収穫逓増効果が大きいものである。 

（2） ミドルウェアの開発コストは、一般的に莫大な初期投資が必要な汎用 OS と比すると少なく、技

術水準次第で新規参入者が耐えうる水準である。 

（3） また、ミドルウェアは開発コストあたりのドミナントデザイン強度がアプリケーションや OS に

比して高く、一度ドミナントデザインとなったミドルウェアは、多数のアプリケーションに採用

されるため、追加の開発投資が比較的少なくても市場シェアが大きく伸びる傾向にある。 
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ソフトウェアを構成するアプリケーション、ミド

ルウェア、OS はいずれも技術動向（パラダイム）

からは逃れられない。さらに、アプリケーション

は技術動向に加えて、収益の接点であるサービス

の市場動向（消費者の需要変化や競合の動向）に

よって、ドミナントデザインが崩れる恐れがある。

また、OS もハードウェアの市場動向（ハードウェ

アの計算力や電力消費量、ハードウェア自体に要

求される消費者の需要変化）によりドミナントデ

ザインが崩れる恐れがある。一方で、ミドルウェ

アはサービスとしての消費者接点を抱えるアプリ

ケーション、ハードウェアとしての消費者接点 OS

双方からの依存関係を相対化したビジネスが可能

であり、一度ドミナントデザインが確立されると、

技術動向を追いかけ続ける限り長期的な収益を期

待することができる。表 8 で示すとおり、ドミナ

ントデザイン自体の強度は OS の方が高いが、開

発コストに比した際のドミナントデザイン強度の

パフォーマンスは、ミドルウェアが一番高く、こ

れがソフトウェアチョーキング戦略のビジネスモ

デル上の強みといえる。 

 

表 8 アプリケーション、ミドルウェア、OS のビジネスモデル比較 

 

これらを踏まえると、ミドルウェア/OS 市場で後

塵を拝する日本企業が実行すべきソフトウェアチ

ョーキング戦略は、汎用 OS としてドミナントデ

ザインが築かれ、かつ初期投資が膨大に必要な OS

領域ではなく、新規参集も比較的容易で、開発コ

ストと収穫逓増のバランスが取れたミドルウェア

の領域であるといえる。 

特に、AI 革命により市場環境が大きく変化してい

る中で、その中核を担う AI モデルをはじめ、AI の

必須条件となるエンタープライズ領域におけるデ

ータマネジメントと 3D モデル、さらに、通信・ネ

ットワークの発達によりサイバーセキュリティ上

のリスクが制御情報を通じてフィジカル空間にま

で到達することを踏まえたセキュリティに関する

ミドルウェアは、我が国としても重点的に押さえ

ていく必要がある。
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3-4 デジタル広告、デジタル取引事業の戦略実行の示唆 

アプリケーションサービス戦略の派生形としての「プラットフォームビジネス」 

いわゆるプラットフォームビジネスは、アプリケ

ーションサービス戦略における収益モデルの王者

といえる。アプリケーションサービス戦略は、単

にソフトウェアをそのまま商品としてサービス提

供する形態と、ソフトウェアを中核に両面市場（別

名：ツーサイドプラットフォーム）（以下、「TSM」

という。）形で、サービス提供者とサービス消費者

をマッチングさせる派生的なサービスを提供する

形態をとる場合がある。（図 18） 

 

本書では、TSM 型のアプリケーションサービス戦

略を中核に、デジタル広告等を含む多面市場（別

名：マルチサイドプラットフォーム）（以下、「MSM」

という。）の構成を取るものを狭義のプラットフォ

ームビジネスとして定義する。プラットフォーム

事業者の最大関心事はサービス提供者とサービス

消費者の数と取引総量（＝デジタル取引）であり、

プラットフォーム戦略はデジタル取引を最大化す

るために様々な手段を組み合わせてプラットフォ

ームの維持・拡大を目指すものという観点で捉え、

分析を行う。 

 

 

図 18 ツーサイドプラットフォームの仕組み 

 

プラットフォームビジネスは、ソフトウェアによ

り提供するサービス、その上でマッチングさせる

サービス提供者と消費者の種類により多岐にわた

る。表 9 で例示するとおり、昨今ではプラットフ

ォームという単語が想起させる典型的な事例であ

るアプリストアや EC モール、音楽、SNS をはじ

め、オンライン決済やチャット、検索エンジン、ラ

イドシェア、フードデリバリー等様々な領域で拡

張している。 

 



48 

経済産業省 若手新政策プロジェクト PIVOT デジタル経済プロジェクトチーム 

デジタル経済レポート―データに飲み込まれる世界、聖域なきデジタル市場の生存戦略 

表 9 プラットフォームビジネスのグローバル市場における事例 

 

プラットフォームビジネスで特徴的なのはいずれ

の事例でも、デジタル広告による収益モデルが想

定されている点である。プラットフォームビジネ

スをサービス提供者とサービス消費者の数と取引

総量を最大化させるビジネスモデルと考えると、

指数関数的に増加するサービス提供者と消費者の

数はデジタル広告の格好の市場といえる。更に、

プラットフォーム事業者はサービス消費者の属性

や嗜好等のデータを押さえており、広告主に魅力

的なターゲット戦略を提供することができる。図 

19 のように、プラットフォームビジネスを行う典

型例ともいえる米国のビッグテックの売上構成比

を見ても、程度の差はあれデジタル広告費が収益

の柱となっている。 
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図 19 米国ビッグテックの売上構成比較 

 

プラットフォーム事業者は、両面のデジタル取引

が増えるほど、双方からプラットフォーム手数料

を級数的に受け取ることができ17、さらに広告主に

対しても有効な広告市場として場とデータを売る

ことができる。図 20 に示すように、TSM 及び

 
17 ビジネスモデルによっては、一方が無料市場となる場

合は、手数料は一方のサイドからのみ取る場合もある。 
18 デジタル取引の数は市場飽和や競合参入において減速

することもあり、また投入コストもサポートやリスク対

応コスト等の増加が非線形状になることもあるため、あ

くまで理想状態であることに留意。なお、より厳密な経

済学的分析モデルについては、以下の学術的研究などを

参照のこと。 

• Jean-Charles Rochet, Jean Tirole, Platform 

MSM において一般的に投入コストは線形、デジタ

ル取引の増加は非線形18であり、この差分がプラ

ットフォーム事業者の莫大な収益を生み出してい

ると考えられる。 

Competition in Two-Sided Markets, Journal of the 

European Economic Association, Volume 1, Issue 

4, 1 June 2003, Pages 990–1029, 

https://doi.org/10.1162/154247603322493212 

•  Evans, David S. and Schmalensee, Richard, The 

New Economics of Multi-Sided Platforms: A Guide 

to the Vocabulary (June 9, 2016). Available at 

SSRN: https://ssrn.com/abstract=2793021 or 

http://dx.doi.org/10.2139/ssrn.2793021 

https://doi.org/10.1162/154247603322493212
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図 20 投入コストとデジタル取引の受取手数料の関係性イメージ 
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アプリケーションサービス戦略とプラットフォーム戦略の差異 

ここで、プラットフォーム戦略が一般のアプリケ

ーションサービス戦略と明確に異なる点がある。

それは、プラットフォーム戦略ではソフトウェア

そのものが売り物ではないということだ。プラッ

トフォーム事業者は、ソフトウェアの優位性が命

である通常のアプリケーションサービス戦略と異

なり、ソフトウェアのアルゴリズムを無償で公開

するという通常では考えられない戦略が取れる。 

 

表 10 アプリケーションサービス戦略とプラットフォーム戦略の比較 

  

表 10 に示すように、プラットフォームビジネス

が売っているのはプラットフォーム参加者への取

引機会と広告主への出稿機会（＝「プラットフォ

ームは“場”を売る」の実態）と捉えることができ、

ソフトウェアはその機会を実現させるための手段

でしかないという側面がある。ソフトウェアを自

ら開発・改良せずとも、オープンソースコミュニ

ティを通じて世界中の開発者を巻き込み、共同開

発によってプラットフォームの革新を加速させな

がら取引機会の実現に活用すれば、自前設計や開

発よりもレバレッジがかかるからである。 

 

従って、ソフトウェアを設計・開発するというア

プリケーションサービス戦略ではインハウス開発

を避けられない上流工程ですら、自社の開発リソ

ースだけでクローズに付加価値の源泉を握る労働

集約型ではなく、開発者コミュニティの支援とエ

コシステム拡大というオープンかつ知識・資本集

約型での非線形モデルを適用できる。図 21 に示

すように、プラットフォームビジネスでは、非線

形の収益と、バリューチェーン上流のコストの対

数的な圧縮により、コスト利益両面でのマージン

二重取りを行うことで、総売上高を劇的に拡大し、

利益余剰分をサービス利用者に対するSIをはじめ

とした中流工程の無償化、販売・マーケティング

といった下流への重点配分に充てることで、更な

るプラットフォーム取引機会の拡大にフィードバ

ックをかけることができる。 
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図 21 プラットフォームビジネスにおけるオープンソース戦略の収益性寄与イメージ 

 

つまり、プラットフォーム戦略においては、開発

者コミュニティの育成とインセンティブ付与が売

り上げに直結する経営問題なのである。実際、オ

ープンソースコミュニティにおいて貢献を行う企

業の上位はプラットフォーム戦略を取るビジネス

モデルが多くみられる。 

  

図 22 グローバル企業の OSS コミットメント順位 

 

図 22 で示すように、このような戦略はソフトウ

ェアを中核としたビッグテック企業だけではなく、

近年 Huawei 社のようなデバイス企業、Nvidia 社

や AMD 社のようなインフラストラクチャ（半導

体）企業にも広がっており、聖域なきデジタル市

場におけるオープンソースの重要性を示唆するも

のである。 

図 23 に示すとおり、OSS コミットメントに留ま

らず、ビッグテック企業は米 Linux Foundation や

米 Apache Foundation、欧 Eclipse Foundation と
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いったオープンソフトウェア財団に対して自社プ

ロダクト移管を積極的に行うことで、開発者コミ

ュニティを利用した自社サービスに有利なサービ

ス開発戦略を実施している。 

 

図 23 ビッグテック企業によるオープンソースソフトウェア財団への自社開発プロダクトの移管事例 

 

以上を踏まえると、デジタル広告、デジタル取引

事業での受取超過を実現するためには、後発プラ

ットフォームの上流工程をサポートするための、

オープンソースの開発者コミュニティに対する投

資が必要である。開発者コミュニティの弱さは、

プラットフォームの弱さであり、先発プラットフ

ォーム事業者は莫大な開発者コミュニティへの投

資によって開発能力にレバレッジをかけている。

開発者コミュニティの存在は聖域なきデジタル市

場における人的・知的資本そのものである。今後、

後発プラットフォームを生み出すためには、日本

としてプラットフォーム戦略に紐づいたオープン

ソースソフトウェア戦略の策定と、プラットフォ

ーム企業のエコシステムの裾野を広げるための受

け皿としてのオープンソフトウェア財団の位置付

けが重要といえる。 
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プラットフォームビジネスの競合戦略 

プラットフォームビジネスにおける競合戦略は、

一言でいえば TSM 及び MSM におけるサービス

提供者と消費者の「スイッチングコスト」19の増大

である20。 

 

プラットフォームの優位性は先行性によるデファ

クト・スタンダードの存在をはじめ、取引手数料

の低さといった経済的インセンティブ、提供機能

の独自性（特許や標準によるソフトウェアチョー

キング戦略）等様々な要因で動的かつ複合的に決

定されるが、プラットフォーム事業者にとって重

要なのは、いかに現在擁しているサービス消費者

の数と取引総量を維持・拡大するかということで

ある。そのためには、今プラットフォームを利用

しているサービス提供者及び消費者の、他のサー

ビスに切り替える際のコストを最大化することで、

その場に留まらせ続ける必要がある、というのが

この戦略の背景といえる。 

 

そのため、プラットフォーム事業者はバリューチ

ェーンの上流～下流における誘引手段の組み合わ

せを無償・極めて低価格で行いサービス提供者・

消費者双方の求心力を高めることで、スイッチン

グコストを増大する。そして、包括契約等を基に

利用者双方に対して、コスト構造が破綻しないラ

インを見極めて利用料を設定し、利益の最大化を

行う戦略が定石と考えられる21。様々な誘因手段が

ある中で特に強力なのが、（イ：上流）サービス提

供者に対するソフトウェア（アルゴリズム）の無

償公開、（ロ：中流）消費者に対する無償 SI・ロー

カライゼーションの実施と（ハ：下流）サービスバ

ンドルによるサービス数と品質の向上である。（図 

24） 

 

（イ） ソフトウェア（アルゴリズム）の公開 

本来的に付加価値の高いアルゴリズムをオープンソースで公開し、サービス提供者を呼び込みな

がら、開発者コミュニティの知見を基により良いアルゴリズムに昇華させる。 

（ロ） SI・ローカライゼーション 

自身のプラットフォームに消費者を乗り換えさせたうえで、定着させるためタイムチャージビジ

ネスで付加価値の低い SI やローカライゼーションを無償・極めて低価格で実施する。 

（ハ） サービスバンドル 

消費者との接点である付加価値の高いサービス領域において、競争力のある先行アイデアやサー

ビスをつまみ食いする形でプラットフォームに無償・低価格で取り込み、サービス品質の向上と

競合からの消費者奪取を行う。 

 
19 スイッチングコストとは、顧客が現在利用している製

品・サービスから別の会社の製品・サービスに切り替え

る際に負担しなければならない金銭的・物理的・心理的

なコストのこと。 

20 なお、先行者優位のプラットフォーム市場において、

支配的なプラットフォーム事業者がこの競合戦略を行う

場合、競争環境上の問題を孕むことに留意する必要があ

る。 
21 脚注 20 同様に、先行する支配的プラットフォーム事

業者による本戦略の実行には、競争環境上の問題を誘引

する可能性があることに留意しなければならない。 
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図 24 プラットフォームビジネスの競合戦略 
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プラットフォームビジネス後発事業者の参入に見る戦略上の示唆 

最後に、このような先行者優位の市場において、

後発者が参入するためには、「規模・密度・範囲の

経済のトリレンマ」が１つの切り口となりうる。

（図 25） 

  

図 25 規模・密度・範囲の経済のトリレンマ仮説 

 

規模・密度・経済のトリレンマとは、企業の市場戦

略において、経営資源と組織能力の制約により 3

つの経済効果を同時に実現できないということを

指す本書における独自の仮説である。 

 

1. 密度の経済の犠牲 

規模の経済と範囲の経済を取ると、狭い範囲を支配することによりコストを低減できる密度の経済

を放棄することになる。例：米中ビッグテック等のコングロマリット企業 

2. 規模の経済の犠牲 

範囲の経済と密度の経済を取ると、大規模な投資で大量に生産することでコストを低減できる規模

の経済を放棄することになる。例：ドイツ Mittelstand 等のグローバルニッチ企業 

3. 範囲の経済の犠牲 

密度の経済と規模の経済を取ると、製品の種類や事業範囲を広げることでコストを低減できる範囲

の経済を放棄することになる。例：新興系スタートアップ等のディスラプター企業 
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プラットフォーム事業者は、プラットフォーム参

加者への取引機会と広告主への出稿機会を最大化

するため、その事業規模の拡大を進めば進めるほ

ど、規模と範囲の経済を追い求めることになる。

規模と範囲の経済を追い求めると、資本分配とコ

スト構造上、一般的に密度の経済（＝特定範囲の

支配）を追求し続ける難易度が高まると考えられ

る。従って、後発者は先行者が密度の経済を追求

しきれなかった領域を足がかりに、当該領域に特

化する戦略の下、密度の経済×規模の経済の効果

で突破することで、ディスラプターとして新規参

入を実現することができる。 

 

デジタル広告事業、デジタル取引事業の黒字化の

ためには、既存プラットフォーム事業者の密度が

低く勝機のある分野を見通し、戦略的な投資の選

択と集中により、後発的にプラットフォーム事業

者を生み出すことが重要なのである。 
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第 4 章 各国政府の動向と戦略実行の施策的示唆 

デジタル赤字の構造は、世界でも普遍的な現象であり、我が国だけの問題ではない。本章ではこれまでの

分析結果を踏まえ、各国政府のデジタル赤字の状況及び動向、それに対する生存戦略を整理することで、

日本が国家として参照すべき政策・産業モデルの分類、そしてそれを踏まえた戦略実行に関する示唆を

提示する。 

4-1 デジタル赤字に対する各国政府動向 

各国政府で異なるデジタル関連収支の事情とスタンス 

世界各国のデジタル関連収支を比較すると、全 91

カ国中、40 か国のデジタル関連収支が赤字の状態

に陥っている22。しかし、91 か国中、特に GDP が

1,000 億ドル以上の国（53 か国）に限って、対 GDP

比（デジタル関連収支 / GDP）を見ると、日本は

知的財産権等を含まない場合において、全 53 カ国

中 49 位に位置で低迷している23。 

本章では、その中でも特に主要国におけるデジタ

ル関連収支の金額規模や特徴を比較しながら、日

本が参照しうる政府戦略についての視点を提示す

る。特徴的な収支状況とみなせる主要 8 か国とし

て米国、英国、アイルランド、ドイツ、中国、イン

ド、シンガポールを中心に、国際比較を実施した

ものが表 11 である。 

 

表 11 主要国デジタル関連収支（産業財産権等使用料を含む）の国際比較 

 
 

 
22 2023 年において取得可能なデジタル関連収支（産業財

産権等使用料を含む）として全 91 か国中における数値を

記載。（出典：UNCTAD） 

23 日本の対 GDP 比は▲0.7%。また、上位 5 つの国は、

アイルランド（1 位）、イスラエル（2 位）、インド（3

位）、シンガポール（4 位）、ウクライナ（5 位）。 
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主要 8 か国におけるデジタル関連収支の主な要因

はそれぞれ以下のように考えられる。 

 

1. 米国（黒字） 

デジタル関連収支全てにおいて大幅な黒字を

計上。米国は Apple 社、Amazon 社、Alphabet

社、Microsoft 社、Meta Platform 社に代表さ

れるビッグテック企業をはじめ、グローバル

市場における主要なソフトウェア・データ企

業群を包括的に擁しており、アプリケーショ

ン、ミドルウェア/OS、計算資源インフラ、デ

ジタル広告、デジタル取引、いずれの事業に

ついても莫大な受取超過が発生していると考

えられる。 

 

2. 英国（黒字） 

デジタル関連収支全てにおいて黒字を計上。

Deloitte 社、PwC 社、EY 社に代表されるグ

ローバルコンサルティングファームの立地に

より、経営コンサルティング事業で大きな受

取超過が発生していると考えられる。デジタ

ル領域においては、米国とは異なりビッグテ

ック企業を擁していないが、データセンター

の集積や、Sage 社をはじめとした同国が誇る

金融・会計領域の強みを生かしたアプリケー

ション事業が発展し、受取超過が発生してい

ると考えられる。 

 

3. アイルランド（黒字） 

通信・コンピュータ・情報サービスの項目が

大幅な黒字である一方、知的財産権等使用料

が大幅な赤字を計上。低い法人税や高い教育

水準を活かし、ビッグテック企業の欧州本部

設置を誘引24することで通信・コンピュータ・

情報サービスにおいて大きな受取超過を計上

する一方で、その稼ぎがライセンス料として

 
24 アイルランドに欧州拠点を持つビッグテック企業の代

表例として、Apple 社、Microsoft 社、Meta Platforms

本国（米国等）へ大きく還流し、知的財産権

等使用料が大きな支払超過を発生させている

と考えられる。 

 

4. ドイツ（赤字） 

自動車産業を中心とした製造業の産業財産権

等使用料が含まれているため、知的財産権等

使用料では黒字を計上するものの、その他す

べての項目については赤字を計上。アプリケ

ーション事業、ミドルウェア/OS 事業におけ

る SAP 社、Siemens 社をはじめとしたソフ

トウェア企業の受取超過がある一方、ビッグ

テック企業を中心とした国外デジタルサービ

スの利用により、大きな支払超過が発生して

いると考えられる。ドイツの特徴は日本にも

当てはまるものである。 

 

5. 中国（黒字） 

知的財産権等使用料では赤字を計上するも、

その他のすべての項目では黒字を計上。莫大

な国内需要で育て上げた Baidu 社、Alibaba

社、Tencent 社をはじめとしたビッグテック

企業が、アプリケーション、ミドルウェア/OS、

計算資源インフラ、デジタル広告、デジタル

取引の事業それぞれにおいてオフショアから

の受取超過を発生させているものと考えられ

る。知的財産権等使用料については、様々な

業種における中国現地法人から本社への支払

としてライセンス料が流出していることが考

えられる。 

  

6. インド（黒字） 

知的財産権等使用料では赤字であるものの、

その他すべての項目では大幅な黒字を計上。

安価な労働力、欧米の時差といった地理的な

優位性を活かしたオフショア開発やデジタル

社、Alphabet 社などが挙げられる。 
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関連業務の BPO（ビジネス・プロセス・アウ

トソーシング）事業をパッケージで展開する

Tata Consultancy Services 社や Infosys 社と

いった経営コンサルティング、アプリケーシ

ョン事業で大きな受取超過が発生していると

考えられる25。 

 

7. シンガポール（黒字） 

知的財産権等使用料や通信・コンピュータ・

情報サービスは小幅ながら赤字を計上し、専

門・経営コンサルティングサービスが大幅な

黒字を計上。アイルランドと同様、低い法人

税や高い教育水準を活かし、ビッグテック企

 
25 例えば Tata Consultancy Services や Infosys は、直近

決算期における北米での売上割合がそれぞれ 51.1%

（Tata Consultancy Services）、60.1%（Infosys）である

業のアジア本部設置を誘引している。 

 

8. 韓国（赤字） 

知的財産権等使用料や専門・経営コンサルテ

ィングサービスは小幅な赤字を計上するが、

通信・コンピュータ・情報サービスでは小幅

な黒字を計上。NAVER 社や Kakao 社をはじ

めとした自国企業のインターネットサービス

が国内で高いシェアを誇っており、アプリケ

ーション、ミドルウェア/OS、デジタル取引、

デジタル広告事業の国外への支払超過が限定

的であることが主な要因であると考えられる。 

  

一方、インド国内の売上割合はそれぞれ 5.6%（Tata 

Consultancy Services）、9.8%（Infosys）であり、主な収

益は海外で稼いでいる。 
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4-2 各国特徴の類型化 

こうした各国状況を踏まえ、主要国のうち、特に

デジタル関連収支において、黒字、もしくは小幅

な赤字に留まっている国を「開発要因」と「市場要

因」に基づいて分類し、我が国が戦略的に参照可

能なモデル国家についての示唆を提示する。 

 

1. 開発要因 

開発要因は、企業が上流工程において製品・

サービスを研究開発または生産するコストに

関するものである。開発コストが低い、また

は研究開発環境に優位性を持つ国は、より多

くの企業が立地し、また立地する企業が国際

競争力を得る可能性が高くなる。ここでは、

テック・クラスターを形成し、先端的な開発

を実施するものを「先進国型」、低税率や安価

な労働力により、生産コストを下げ、企業を

誘致するものを「途上国型」として分類する。 

 

2. 市場要因 

市場要因は、企業が事業を行う市場の規模に

関するものである。一般に、規模の経済が働

く産業において、自国の市場が大きいほど、

企業は研究開発や生産の単価を低減でき、よ

り多くの利益を得ることができる可能性が高

い。従って、非常に大きな市場を持つ国には、

より多くの企業立地と投資のインセンティブ

が働き、企業が国際競争力を得る可能性が高

く、結果として純輸出国となりやすい。一方

で、市場が非常に小さい小国であっても、財

やサービスの輸出に要する輸送費が低いなど、

国際市場へのアクセスにかかるコストが低け

れば、国際市場という大きな需要を取り込む

ことが規模経済に直結する。従って、サービ

ス提供に関して国境がなく世界への水平展開

可能なソフトウェア・データサービスにおい

て、自国市場の極端な小ささは企業の国際展

開圧力となりやすい。ここでは、自国の大き

な市場規模を背景に規模の経済を働かせるも

のを「自国市場型」、海外市場への市場戦略を

実施し、国際市場を背景に規模の経済を働か

せるものを「国際市場型」として分類する。 

 

以上の 2 軸をベースに、日本と類似構造であ

るドイツを除いた主要 7 か国と、類似する数

か国をプロットしたものが図 26 である。 
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図 26 開発要因と市場要因から見た各国類型 

 

このマトリックスを踏まえると、特にデジタル関

連収支において、黒字、もしくは小幅な赤字に留

まっている主要国の特徴はそれぞれ下記のとおり

分類することができる。 

 

(イ) 先進大市場型（米国、中国） 

大学や公的研究機関によるデジタル分野での先端的な研究開発が行われ、こうした研究をビジネス

化するエコシステムが整備されている。自国の巨大な市場を背景に、グローバルに通用するビッグ

テック企業を育み、デジタル関連収支を構成する各項目において収益を上げていくモデル。 

(ロ) 国際市場進出型（英国、韓国） 

大学や公的研究機関によるデジタル分野での先端的な研究開発が行われ、自国の比較優位産業を軸

にデジタル関連産業と掛け合わせて競争力を育み、自国市場の小ささから、国際市場に積極的に進

出することで、デジタル関連収支を構成する各項目において収益を上げていくモデル。 

(ハ) 外資誘致型（アイルランド、シンガポール） 

低い法人税率、豊富な教育水準の高い人材プールを武器にビッグテック企業を中心に積極的に外資

企業を誘致することで収益を上げていくモデル。自国市場は小さいが、EU、東南アジアなど近隣市

場に対するハブとなることで、国際市場からの受取超過を目指す。一方で、その収益はライセンス料

として本国（米国等）へ大きく還流し、知的財産権等使用料が大きな支払超過が発生することが特

徴。 

(ニ) 低コストオフショア型（インド） 

安価な労働力欧米の時差といった地理的な優位性を活かしたオフショア開発やデジタル関連業務の

BPO で収益を上げていくモデル。自国においても巨大な市場を有しており、オフショア開発等によ

って得た開発能力を活用して独自のエコシステムを構築している。中国も部分的に本特徴を有する。 
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4-3 日本が参照すべき国際市場進出型モデルの市場・開発戦略 

各国の分類ごとにデジタル関連収支に関連するそ

の取組は異なっているが、この中で、巨大な市場

背景を有さず、ビッグテック企業が育っていない

我が国が参照すべきモデルは英国や韓国などが取

る国際市場進出型である。国際市場進出型には、

イスラエルに加え、フィンランドをはじめとする

北欧諸国も含まれ、いずれの国についても比較優

位産業×デジタルの戦略で、海外市場の開拓によ

るデジタル関連収支受取超過を企図したモデルと

なっている。 

 

1. イスラエル（黒字） 

通信・コンピュータ・情報サービスで大きな

黒字を計上。これは、輸出の約半分をハイテ

ク産業が占めており（2022 年は輸出額 711 億

ドルのうち、約 48％超がハイテク関連）、国

防軍を頂点とするエコシステムが機能し、

Monday.Com 社や Mobileye 社をはじめとし

たアプリケーション事業や、Check Point 

Software 社や CyberArk Software 社等の同

国が誇るサイバーセキュリティ領域の強みを

生かしたミドルウェア/OS 事業で、受取超過

が発生していると考えられる。 

2. フィンランド（黒字）等の北欧諸国 

専門・経営コンサルティングサービスでは赤

字である一方、知的財産権等使用料及び通信・

コンピュータ・情報サービスで黒字を計上。

通信インフラを中核に Nokia 社を代表とした

バルト海とボスニア湾を囲む北欧デジタルエ

コシステム（ヘルシンキ（オウル）、タリン、

ストックホルム、コペンハーゲン）が確立さ

れており、アプリケーション、ミドルウェア

/OS 事業での受取超過が年々拡大していると

考えられる。 

 

国内市場規模も米中ほど大きくなく、かつ人口減

少が進む我が国において、アプリケーションサー

ビス戦略（含プラットフォーム戦略）、ソフトウェ

アチョーキング戦略、サービスショッピング戦略

で受取超過を目指すためには、国際市場型に移行

せざるを得ない。つまり、①日本企業のグローバ

ル市場を前提としたソフトウェア・データ戦略が

必要である。また、②先端的な研究開発への投資

と先端技術のビジネス化に向けたエコシステムの

形成についても、早急な手当が必要である。 
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第 5 章 戦略実行において日本企業、投資家、政府が抱えるギ

ャップ 

本章では、戦略実行に際して我が国企業及び投資家が抱える構造的な問題を明らかにすることで、戦略

の実現性を高めるための施策についての示唆を提供することを目的とする。第 4 章 各国政府の動向と戦

略実行の施策的示唆で示したとおり、我が国が参照すべき国際市場進出型の産業戦略を実行するために

は、市場要因、開発要因ともに現状維持からの変革が必要であり、それぞれについての日本企業、投資家、

政府が抱えるギャップを分析のうえ、それぞれに対する施策的示唆を示す。 

 

5-1 デジタル赤字構造打破に向けた KGI/KPI の策定と戦略アーキテクチャの導入 

まず、第 2 章 デジタル赤字を生み出す構造問題と

悲観シナリオで結論した戦略の実行において、最

大の重要論点は、聖域なきデジタル市場における

日系企業のソフトウェア・データカンパニー化を

通じた収益向上（=受取増大）である。しかし、そ

の戦略実行フェーズにおいて、日本の産業構造は

聖域なきデジタル市場の波を前に複雑骨折をして

いる状態であり、産業をそれぞれ構成する下位構

造の治療を行わない限り、戦略実行の適切な効果

が得られない可能性が高い。企業競争力の定義は

様々なものが世の中に存在するが、本書では、デ

ジタル赤字構造の打破を目的に企業の収益向上を

KGI と定め、「市場」そして「経営」の 2 つの系統

における KPI 達成のための論点と問題について整

理を行う。（図 27） 

  

図 27 聖域なきデジタル市場における戦略実行に向けた KGI/KPI の設定 

 

本章では、①市場系統の KPI である顕在市場

（SAM）の拡大と成長、②経営系統の KPI である

日本企業の市場シェア向上それぞれに対して、日

本企業・投資家が抱えるギャップの分析を代表的
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な以下の 5 つの問題に集約して実施する。なお、

市場系統、経営系統それぞれの KPI を構成する具

体的な論点は市場環境や技術動向により変化が生

じていくことに留意する。 

 

1. 現時点における市場系統の論点と問題 

(ア) 市場選択の誤り：そもそも、日本企業は戦う市場を間違えているのではないか。 

(イ) 市場環境の不均衡：日本企業が育ち、戦い、そして守るための市場環境が均衡していないので

はないか。 

 

2. 現時点における経営系統の論点と問題 

(ア) 経営資源の不足：そもそも、人材、データ、カネ等の経営資源が不足しているのではないか。 

(イ) 経営戦略の不適合：ソフトウェア・データカンパニーとして求められる経営戦略に適合できて

おらず、経営資源を適切に投下できてないのではないか。 

(ウ) 分業・協業体制の不在：聖域なきデジタル市場を自前主義だけで戦い抜こうとしており、経営

資源に必要な水準のレバレッジがかかっていないのではないか。 

 

これらの論点は、市場系統、経営系統の KPI に対

して循環的に直接効果、間接効果を及ぼすもので

あり、その全体像を因数分解する形で設計した戦

略アーキテクチャを図 28 に示す。 

  

図 28 デジタル赤字構造の打破に向けた戦略アーキテクチャ 

 

戦略的に策定された KGI を達成するためには、2

系統の KPI にぶら下がる問題群を官民の役割分担

の下、適切に解決していく必要がある。問題解決

には順序関係があり、適切な手順で問題を解決す

れば、短～長期でフィードバックの大循環が戦略

アーキテクチャ全体でかかり、KGI の漸進的な達
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成とそれによるデジタル赤字構造の打破に到達す

ることができる。 

 

戦略アーキテクチャは、図 29 に示すとおり、最

初に取るべき戦略実行のための基本アクションと

短期のフィードバックループ、長期のフィードバ

ックループ 3 つの大循環をシステマチックに表現

するものであり、聖域なきデジタル市場の趨勢に

応じた官民の適切な状況把握と施策検討のための

戦略ツールとして活用されることを想定する。 

 

1. 戦略実行のための基本アクション 

KGI を達成する上で必要な市場系統の KPI、

経営系統の KPI それぞれの影響変数と必要な

打ち手を示すもの。長期の意識・行動変化フ

ィードバックループや技術動向変化等による

市場環境の変容に伴い、その状況に応じた基

本アクションを官民で実施する必要がある。 

2. 短期：競争力強化フィードバックループ 

基本アクションを受けた KGI の達成により、

短期的に循環するフィードバック。収益向上

のベンチマークが生まれることで、資本市場

からエクイティ流入が生じるとともに、利益

のトップライン上昇に伴う営業キャッシュフ

ローの増大により、R＆D 投資に振り向ける

キャッシュも増加する。他人資本、自己資本

双方の投資余剰の増加により上流、下流工程

の付加価値がさらに押し上げられ、更なる市

場シェアの向上につながり、KGI 達成を更新

していく。 

3. 長期：意識・行動変化フィードバックループ 

競争力強化フィードバックループを受けた

KGI の達成の更新により、長期的に循環する

フィードバック。収益向上の成功体験が積み

あがることにより、企業、政府、投資家のマ

インドセットに徐々に変化が生じ、より筋の

いい戦略実行に向けた基本アクションへのコ

ミットメントにつながる。 

 

図 29 戦略実行のための基本アクションと短・長期影響の大循環 

  

以下では、戦略アーキテクチャを踏まえ、現在日

本が置かれた環境における 5 つの市場系統、経営

系統の論点と問題を明らかにし、戦略実行のため

の基本アクション遂行に向けた示唆を提供する。
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5-2 市場系統の問題：潜在市場（TAM） 

論点 1：市場選択の誤り

第 4 章 各国政府の動向と戦略実行の施策的示唆

で示したとおり、自国市場型を取る日本企業は、

国内市場にプロダクト”オーバー”マーケットフィ

ッ ト し て お り 、 自 ら 潜 在 市 場 （ TAM ： Total 

Addressable Market）の外縁を狭めている。日本

企業の経済的、規制的、言語的、あるいは文化的に

日本市場に過適合したプロダクト、そしてビジネ

スモデルが足枷となり、他の市場への適用や導入

が難しくなるケースが非常に多いと言わざるを得

ない。デジタルサービスは資本・知識集約型であ

り、大きな市場を制したプレイヤーが限界費用コ

ストをほぼゼロの状態で勝者総取りする性質があ

る。図 30 で示すとおり、デジタルサービスにお

ける最も巨大な市場は米国市場（1.7 兆ドル規模）

であり、米国市場でデファクトを最短で押さえた

企業が、国際市場への浸透において規模の経済に

よる優位性を獲得することができる。米国市場は

いわば、確固たるグローバル企業としての地位を

築くための登竜門といえ、この熾烈な市場にマー

ケットフィットして勝ち残らなければ、国内で留

まっていたとしても、最終的には後から参入して

きた米国市場を押さえた企業との競争に敗退する

ことになってしまうのである。 

 

 

図 30 2022 年の地域別 ICT 投資額比較 

 

また、図 31 で示すとおり、2035 年時点で日中を

除く APAC の市場は全体の 24%の割合を占める

と推定され、日本、米国と APAC を合わせると全

体の 70%をカバーできることから、米国進出を主

軸に起きながらも、周辺国である APAC を押さえ

ることが日本企業の海外からの受取拡大に大きく

寄与すると考えられる。 
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図 31 2035 年時点における地域別 ICT 支出/投資額の推計 

 

一方で、日本市場を単体で見ると、中国や米国市

場ほど大きくはないが、北欧や韓国市場ほど小さ

くなく、中途半端な市場といえる。この中途半端

さが、経営者と投資家に不必要なジレンマを与え、

国内市場でのビジネス多角化を通じた規模拡大に

より、東京証券取引所へ上場することが両者にと

って唯一の出口戦略であるかのような錯覚を引き

起こしているのである。経営者と投資家のジレン

マは、日本の市場規模を踏まえたそれぞれの立場

の個別の最適化戦略から生み出されている。

 

1. 日本企業 

日本市場の規模で十分満足できてしまうので、全国展開は考えてもそもそも海外展開は目指さない。

海外市場に展開するよりも、国内市場で自社サービスやプロダクトの多角化を行い、シナジー効果

の創出を狙う方がバリュエーションも上がるため、資金調達の観点でも投資家の意向に沿える。 

2. 国内投資家 

海外市場を最初から織り込んでいないビジネスモデルの海外進出は ROE リスクが高く、国内で多角

化してくれた方が手堅くイグジットできる。海外進出を応援するにも、ベンチマークがないためリ

スクのある投資額を張り辛い。 

3. 米国投資家 

レッドオーシャンの米国市場において日本企業の Right to Win(勝ち筋)が分からない。わざわざ投資

する必要性を感じない。 

 

聖域なきデジタル市場においてはビジネスの多角

化ではなく、市場の多角化が重要である。なぜな

ら、経営資源を多角化されたプロダクトマネジメ

ントに取られることで、国際市場進出のための資

源が確保できず、後発の競合に総取りされる可能

性があるからだ。国際市場、特に米国市場へのプ

ロダクトマーケットフィットは、ソフトウェア・

データカンパニーにとっての競合戦略上の生命線

なのである。 

 

この中途半端な市場規模から生じる企業と投資家

のジレンマを解決するためには、①日本企業の海
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外進出のインセンティブ設計、②投資家がソフト

ウェア・データ領域でリスクテイクできる投資環

境の整備、そして③日本企業の海外市場でのRight 

to Win の証明が重要である。ここで、留意しなけ

ればならないのは、③の Right to Win を見据えた

投資を行う際に、政府が一方的に重点分野を策定

したり、投資先を曖昧な要件に基づく公募で決定

したりするといったことをしてはならないという

点である。特にソフトウェア・データ分野におけ

るユースケースのデューデリジェンス（以下、「DD」

という。）は、求められる専門知識が高度であり、

政府が決めるのではなく、資本市場が市場原理の

中で決められるようなスキームを用意する方が現

実的な選択である。 

また、政府としては、海外進出を増やせば増やす

ほど、日系企業が海外に本社を置き、技術やノウ

ハウの移転が生じる可能性が高まり、海外市場か

らの受取超過というデジタル関連収支上のトレー

ドオフの関係を潜在的に抱えることになる。従っ

て、官民で日本企業の海外進出を支援していく際

には、④技術やノウハウの海外移転トレードオフ

の解消についても手当を行う必要があることに留

意する。 

 

これらのサブ論点を踏まえ、国際市場進出型を参

照した戦略実行の実現性を高めるための示唆を以

下に示す。 

 

 

①韓国・英国の国内有力企業の海外展開支援（サブ論点：日本企業の海外進出のインセンティブ設計） 

• 韓国は、有力企業が海外に展開するための取

組を実施している。2023 年 6 月には、オンラ

インメディアプラットフォーム、メタバース、

AI など、次世代デジタル製品の輸出振興策を

発表し、有力企業の海外展開支援を行ってい

る。また、同国の「グローバル SaaS 育成プ

ロジェクト（GSIP）」では、国内 SaaS 企業の

海外向けサービス開発・現地化を総合的に支

援しており、技術開発費支援（SaaS 製品の高

度化や新機能開発の資金援助）をはじめ、海

外市場参入支援（CES やその他の国際展示会

への出展費用支援）、パートナーシップ促進

（AWS や Microsoft、Google Cloud 等との協

業をサポート）などの支援を実施している。

その結果、7 年間で 122 の SaaS プロダクト

の商業化を実現し、これまでに合計 23 カ国

へ市場参入を促進している。 

• 英国も、国内の中小企業が国際貿易のパフォ

ーマンスを向上させるための共同投資を支援

する助成金制度として、国際通商省（DIT）が

Internationalization Fund を立ち上げ、運営

している。ファンドは 2020 年 12 月から 2023

年初頭までの期間に、欧州地域開発基金

（ERDF）によって支えられており、企業の適

格性に応じて 1,000 ポンドから 9,000 ポンド

のマッチファンド助成金（補助率は 40%また

は 50%）が将来の活動に対して提供されてい

る。 

 

②、③イスラエルのヨズマプログラム（サブ論点：投資家がソフトウェア・データ領域でリスクテイクで

きる投資環境の整備、日本企業の海外市場での Right to Win の証明） 

• 問題 4a：自己資本及び他人資本の不足にて詳述 

 

④イスラエルの IIA 補助金要件（サブ論点：技術やノウハウの海外移転トレードオフの解消） 

• イスラエルにおいては研究開発及び技術イノ ベーション省令法（R&D 法）に基づき、IIA
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（Israel Innovation Agency）26が中心となっ

てイノベーション施策を展開しており、これ

までに多くのイスラエル企業が IIA を通じた

補助金（以下、「IIA 補助金」という。）を受領

している。（表 12）

 

表 12 イスラエルの IIA プログラムの概要 

 

IIA 補助金を活用して研究開発を行った企業に対

しては IIA 補助金と引き換えに、多くの条件や制

限が付されている。その条件のひとつとして知的

財産に関連する制限の項目が存在し、（1）IIA 補助

金は支援を受けた企業によって促進・改良された

製品及び技術の販売又はライセンスから生じる将

来のロイヤリティとの引き換えで支給されるもの

であり、IIA 補助金を受けた企業は将来的な収益か

ら、受領した IIA 補助金の 100％に相当する金額

を IIA にロイヤリティとして支払う必要があるこ

 
26 スタートアップを含む民間企業や学術機関の研究開

発・イノベーション支援を担う政府機関であり、イスラ

エルにおけるイノベーション政策全般を担っており、特

に政策の重点を民間のマネーが流れにくい分野（例えば

バイオや量子等のディープテック分野）に置いており、

と27、（2）IIA 補助金を利用して蓄積された「ノウ

ハウ」をイスラエル国外に移転する場合、IIA から

の事前許可及び IIA 補助金額の 6 倍を上限とした

移転料の支払いが義務付けられていること、の 2

点が課せられている。このように、手厚い IIA 補助

金と引き換えに、支援から生まれた知的財産から

得られる収益をロイヤリティとして還元される仕

組みとともに、海外に知的財産が流出することの

リスクを抑える仕組みが構築されている。 

民間投資が十分にあるサイバーやソフトウェア領域への

直接的な支援は少ない傾向にあるのが特徴。 
27 具体的な条件等は受領する補助金や企業毎によって異

なる。 
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5-3 市場系統の問題：市場環境（市場の失敗） 

論点 2：育たない市場 

アプリケーション、ミドルウェア/OS、デジタル広

告、デジタル取引事業いずれについても、内資・外

資問わず先行プラットフォーム事業者による競合

戦略が市場の失敗を生み出しており、新規参入者

の障壁となっている。 

 

3-4 デジタル広告、デジタル取引事業の戦略実行

の示唆で示したとおり、外資/内資に関わらず、プ

ラットフォームビジネスにおける競合戦略である

スイッチングコスト増加は、参加者からの取引手

数料や広告料収入を最大化する上で最も重要な

KPI である。一方で、その上流・下流工程のそれぞ

れの誘引手段は、アプリケーション事業に係る非

TSM/MSM 型のアプリケーションサービス戦略

及びサービスショッピング戦略に対して以下のよ

うな影響を与えている。 

 

1. 上流：アプリケーション、ミドルウェア、OS

領域でのアルゴリズムの無償公開化により、

アプリケーション開発で活用可能な技術スタ

ックが増える一方で、自身が優位性を持つソ

フトウェアに類似したものが公開される脅威

を常に抱えている。 

2. 下流: 自身のアプリケーションの類似機能が

バンドルされる可能性があり、一度バンドル

されると、顧客のスイッチングコストの影響

で自身のサービスの競争力が著しく低下する。 

 

これは、プラットフォームサービスの付加価値の

源泉がソフトウェアそのものでないという非対称

性により構造的に生じる戦略上の問題である。こ

のようにプラットフォーム事業者により提供され

るソフトウェア、インフラストラクチャに依存す

る状況を自虐的に荘園制度に準え、アプリケーシ

ョン事業者は「デジタル小作人」であるという言

論が世に広く浸透している。さらに、この言論に

対してアプリケーションの競争力向上で「稼げる

デジタル小作人」や「デジタル自作農」になるべき

という言論も存在する。これは、アプリケーショ

ン事業者のサービス自体に競争力がないのではな

いかという指摘であり、我が国に限らずグローバ

ル市場においても一定の説得性があると考えられ

る。 

 

しかし、下流工程で示したように、競争力のある

アプリケーション機能はバンドルを通じてプラッ

トフォームに取り込まれ、市場よりも低価格また

は無償パッケージのような形式で提供されるため、

アプリケーション事業者が育たない市場となる問

題が、プラットフォームサービスの最適化戦略上、

構造的に生じてしまうのも事実である。図 32 に

示すとおり、プラットフォーム事業者はデジタル

地主ではなく、その実態は作物を自身の耕作地（サ

ービスバンドル）で育てる「デジタル耕作地主」で

あり、デジタル小作人たるアプリケーション事業

者は、提供サービスの根本的な転換を行うか、巨

大な資本を持ち、低価格でスイッチングコストが

高く、Enterprise Agreement（包括契約）で巧妙

に縛られた競合事業者の顧客に対して営業活動を

行うかの選択を迫られているのが実情といえる。
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図 32 稼げるデジタル小作人の誤謬 

このようなアプリケーションサービスとプラット

フォームの根本的な戦略的差異から生じる市場の

失敗を解決するためには、先行プラットフォーム

事業者の①サービスバンドルや②EA に対して、後

発プラットフォーム参入者の戦略に不利益が生じ

ないようバランスを鑑みながら、アプリケーショ

ン事業者の適切な競争環境を確保することが重要

である。これらのサブ論点を踏まえ、戦略実行の

実現性を高めるための示唆を以下に示す。 

 

①②米国、欧州の制度動向（サブ論点：先行者のサービスバンドルや Enterprise Agreement に対する競

争環境の確保） 

表 13 では、参考情報として、米国・欧州の制度動向を整理している。 

 

表 13 欧州・米国における規制動向 
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5-4 市場系統の問題：市場環境（標準化） 

論点 3：守れない市場 

日本の企業は、グローバル市場において水平展開

が可能なビジネスオペレーションを一時的に押さ

えたことができたとしても、後発の標準化戦略の

影響により、後付的にガラパゴスの烙印を押され

るリスクを常に背負っている。標準戦略は、公的

な標準であるデジュール、業界の標準であるフォ

ーラム、市場の標準でデファクトの 3 種類に分類

される。 

 

1. デジュール標準 

標準化機関における合意を経て制定される公的な標準。例：国際標準化機構（ISO）、国際電気標準

会議（IEC）、国際電気通信連合（ITU）等 

2. フォーラム標準 

特定分野の標準化に関心のある企業・専門家群の合意で制定される標準。例：Bluetooth SIG、米国

電気電子学会（IEEE）、W3C 等 

3. デファクト標準 

特定企業の製品・サービスが世界中に普及することで生まれる事実上の標準。 例：Windows、Android、

MacOS 等 

 

標準化活動は、国内、地域、国際の主に 3 階層で

それぞれ、または、同時に実施され、これらの関係

性を示したのが図 33 である。 

 

図 33 世界における標準化機関の全体像と分類 
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我が国のデジタル戦略を考えるうえで、上記の図

から読み取れる示唆は以下 3 点である。 

 

1. 国際標準化を実施する国際機関として ISO、

IEC、ITU が挙げられるが、いずれもデジュー

ル標準であり、手続き重視のプロセスを採用

するため標準化活動に係る期間及びコストが

非常に大きい。 

2. フォーラム標準団体については、国内、地域、

国際の 3 階層それぞれで存在するが、本来米

国の国内フォーラム団体である ASTM や

IEEE の国際標準化力が極めて高く、アジャイ

ルなプロセスを採用することと相まって、米

国内標準がそのまま国際標準として極めて速

いプロセスで反映されていく。 

3. 日本にも電波産業会（ARIB）や JasPar 等の

フォーラム団体は存在するものの、国際標準

化力は低く、国内標準を樹立したとしても国

際標準化の観点ではガラパゴスとなる可能性

を孕んでいる。 

 

産業戦略の傾向としてルールメイキングを重んじ

 
28 なお、通信及び一部のネットワーク業界においては、デ

ジュール、フォーラムともに標準化戦線で日本のプレイヤ

ーがプレゼンスを発揮している。例示的ではあるが、参照

事例として日系 4 社の取組事例を記載する:  

• KDDI 株式会社：2023 年には、IOWN グローバルフ

ォーラムに参画するとともに、NTT と共同で光ネッ

トワーク分野の標準化に向けた合意書を締結すると

ともに、2024 年には、国際電気通信連合電気通信標

準化局（ITU-T）世界電気通信標準化総会において、

時期研究会の副議長に社員 3 名が選出されている。 

• ソフトバンク株式会社：HAPS（成層圏通信プラット

フォーム）の標準化に向け、3GPP、ITU-R、ITU-D 等

において HAPS 標準化活動を推進している。また、

2023 年には、HAPS の技術の中でも「システムデザ

イン用電波伝搬推定法」の一部について ITU-R（国際

電気通信連合の無線通信部門）において国際標準化

る欧州は手続き的プロセス重視のデジュール標準

戦線で、アジャイルな市場奪取を重んじる米国は

デファクト標準に加え、フォーラム標準戦線で大

きな国際的プレゼンスを発揮し、棲み分けがなさ

れている。特に、デファクト同様にアジャイルに

標準化プロセスが進むフォーラム標準は、デジュ

ール標準と比べても技術進歩が激しいデジタル領

域と極めて相性が良い。しかし、上述のとおり日

本はソフトウェア・データ産業においてグローバ

ル市場のデファクト標準を確立できるようなプレ

イヤーがそもそも存在しない中で、公的なデジュ

ールと業界のフォーラムいずれについてもプレゼ

ンスを発揮できていない状況28にある。 

 

特に、図 34 に示すとおり、デジタルに関連する

主なフォーラム標準機関における投票権比率につ

いては、軒並み米国が多くの投票権を握っている

状況であり、また、それらは概して属人的で閉じ

たコミュニティの下で運営されており、我が国は

言語や空間・時間差異により非常に弱い立場とい

える。 

を達成している。 

• 日本電信電話（NTT）株式会社：IOWN 構想の実現・

普及に向けて、インテル、ソニーとともに新たな業界

フォーラムとして IOWN グローバルフォーラム（フ

ォーラム標準団体）を設立し代表を務める。2023 年

12 月には、ITU-T にて IOWN 技術仕様の公的標準策

定を合意。また、2022 年 9 月には、国連専門機関 ITU-

T の局長選挙に NTT CSSO（Chief Standardization 

Strategy Officer）の尾上誠蔵氏が当選し、2023 年 1

月に就任している。 

• ソニーグループ株式会社：ウェブに関する技術の規

格化を行う標準化団体である W3C において、2020

年にソニーの五十嵐氏が Advisory Board に就任。ま

た、他にもアクセシビリティ分野や Beyond 5G/6G

技術の標準化にも取り組んでいる。 
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図 34 デジタル関連のフォーラム標準機関における各国投票権比率 

一方で、成功したフォーラム国際標準団体は、い

ずれも特定の産業分野を中核に立ち上がり、周辺

分野を取り込む形で対象となる分野の汎用性が高

まってきた歴史がある。我が国においても、ソフ

トウェア・データ領域においてグローバルに通用

する国際フォーラム標準を主導するためには、日

本が強みを持つ分野とソフトウェア・データのク

ロスポイントから密度・規模の経済で小さく、し

かし深く立ち上げ、その対象範囲を抽象化する形

で進めることが重要であると考えられる。これら

のサブ論点を踏まえ、戦略実行の実現性を高める

ための示唆を以下に示す。

 

①米国 ASTM、IEEE の設立経緯と標準化対象の拡大

本項目では、例示として鉄道産業から始まった

ASTM、電気電子産業から始まった IEEE それぞれ

の設立経緯と標準化対象の拡大をソフトウェア・

データ分野のフォーラム国際標準立ち上げに係る

参照モデルとして記載する。 

 

• ASTM International（American Society for 

Testing and Materials International）は 1898

年、鉄道業界で頻発していたレールの破損問

題に対応するために設立。当初は鉄道用レー

ルの鋼材品質の標準化を目的としていたが、

その後、他の産業にも活動を拡大し、1961 年

に ASTM（American Society for Testing and 

Materials）に改称され、ASTM で定められた

標準が国際的に活用されてきたこともあり、

2001 年には現在の ASTM International に改
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称された。現在では、140 か国以上から 30,000

人を超えるメンバーが参加し、12,500 以上の

ASTM 標準が存在している。基本的には、金

属やゴムなどの物質に関する標準を定めてい

るが、一部ソフトウェアに関連する主な標準

として例えば「製薬、バイオ医薬品製造に関

するシステムや装置の仕様、デザイン、検証

のための標準ガイド（ASTM E2500-20）」や

「無人航空機システム（UAS）で使用される

ソフトウェアの信頼性を確保するための標準

手順（ASTM F3201-24）」といった標準が存

在している。 

 

• IEEE（Institute of Electrical and Electronic 

Engineers）は 1963 年に、AIEE（American 

Institute of Electrical Engineers ） と IRE

（Institute of Radio Engineers）が合併して

発足した、電気・情報工学分野の学術研究団

体。現在では 190 か国以上の国から 48 万

6,000 人以上が参加し、3 分の 2 以上が米国

外からの参加となっており、科学者やソフト

ウェア開発者、IT スペシャリストなどが在籍

している。その中でも標準化を担う配下の機

関として IEEE-SA（Standard Association）

が設置されている。現在では 2,250 以上の標

準及び標準化プロジェクトが活動している。

特にソフトウェアに関連する主な標準として、

ローカル・エリア・ネットワークなどの規格

を定めた「IEEE 802」標準が挙げられる。本

標準では Wi-fi や Bluetooth などの規格が定

められている。 
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5-5 経営系統の問題：経営資源 

論点 4 資金、人材、データ 3 つの経営資源の相対的な不足 

4-3 日本が参照すべき国際市場進出型モデルの市

場・開発戦略で示した開発要因を左右する経営資

源について、日本の企業、投資家、政府は①資金、

②人材、③データという 3 つの資源が聖域なきデ

ジタル市場において不足している。 

 

論点 4a：研究開発投資及び他人資本の不足 

日本企業は経営の根幹となる資金について、研究

開発投資、VC・CVC におけるエクイティ調達とも

に低い水準に留まっている。 

1. 研究開発投資 

図 35 に示すとおり、ソフトウェア・データカ

ンパニー最大の米国ビッグテック企業と比し

て、設備投資費 C/F 比率は類似する水準にあ

るものの、研究開発費C/F比率が2018～2022

年平均で約 32 ポイントの差が開いており、

開発要因に対して大きなギャップが見られる。

この米国ビッグテックの投資は、対売上比で

見ると日本の製造業並みの設備投資と製薬業

並みの研究開発に匹敵29しており、いかにグ

ローバルプレイヤーがサブスクリプション経

済のもたらす恩恵に対して戦略的に研究開発

投資レバレッジをかけているか、その端緒が

伺える。 

 

図 35 日本企業と米国ビッグテックの設備投資・研究開発対営業 C/F 比率比較 

 
29 Alphabet、Microsoft、Amazon の設備投資額平均 431

億ドル（売上対比約 13%）は、トヨタの 350 億ドル（売

上対比約 11.2%）より絶対額及び売上対比ともに上回

り、同 3 社の研究開発費平均 535 億ドル（売上対比約

14%）は中外製薬 12 億ドル（売上対比約 16%）に売上対

比で迫る数字となっている。（出典：SPEEDA、各種報道

記事、各社有価証券報告書及び Form-10K） 
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2. エクイティ調達 

バイアウトファンドのエクイティ調達は市場

規模のベンチマークとなる米国、規模感とし

ては近い英国と比しても伸長傾向にあるもの

の、特に VC/CVC の調達額は極めて低迷して

いる状況である。

 

図 36 に示すとおり、グロース投資としての

バイアウトファンドのエクイティ調達環境は

2022 年に英国の投資額を超過し、340 億ドル

と堅調に伸長している一方で、スタートアッ

プ投資としての VC/CVC 投資額は米国と比

較すると、わずか 2%程度の規模感しかなく、

リスクマネーは引き続き極めて低迷している

状況といえる。このような趨勢の背景には

様々な要因が考えられるが、そのひとつとし

て製造業（ロボティクス）や無線通信をはじ

めとした日本の既存産業のサプライチェーン

が世界的に見ても Right to Win として資本市

場に評価される一方で、スタートアップ企業

については、引き続きグローバル水準では投

資に値しないと判断されていることが要因と

して考えられる。 

 

図 36 日米英における VC・CVC の調達額と PE（バイアウト）投資額の比較 

 

また、図 37 のとおり、マクロに国別 ICT 投資(政

府投資/民間投資合計)の推移を見ても、日本は過

去 20 年間ソフトウェア投資で諸外国に大きく水

を開けられている状況である。 
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図 37 国別コンピュータソフトウェア・データベース投資の推移 

 

これらの状況を踏まえ、対 GDP ソフトウェア投資額について、国際市場進出型モデルに該当する国(平

均 2.71%)をベンチマークすると、約 0.8 ポイントのソフトウェア投資比の上昇が最低限必要である。 

これを我が国の名目 GDP 約 600 兆円から逆算すると官民で約 4.9 兆円規模のソフトウェア投資のベー

スアップが必要であり、近年の官民投資の実績30を踏まえた政府の先行投資として約 5000 億円規模の手

当が必要である。（図 38） 

 

 
30 カーボンプライシング:民間投資 150 兆円の呼び水として、政府は 10 年間で 20 兆円を先行投資 (約 13%) 、GX 基金:

民間投資 15 兆円の呼び水として、政府は 2 兆円投入 (約 13%) 等。 
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図 38 官民のソフトウェア投資額のベンチマーキング 

 

また、資金不足に対する根本的な問題として、開

発投資に対する我が国の非積極的な傾向は高度経

済成長期の P/L 思考経営での成功体験を経営層が

維持、受け継いでいるという社会的背景が存在す

ると考えられる。戦後復興～高度経済成長期に相

当する 1950 年-70 年代の日本では、経済再生の背

景もあり地価の上昇が約束されていたため、大企

業は地価を担保に借入を行う構図となっており、

産業構造的にデットファイナンスの流動性が極め

て高く、エクイティファイナンスの動機が働かな

かった。 

 

このような、構造的な「エクイティ＜デット」の調

達手段の偏りには、経営者の対話先をエクイティ

投資家よりも銀行に偏らせ、経営者は将来価値で

はなく、現在価値としての損益を過度に気にする

P/L 思考による経営方針に最適化される結果をも

たらした。1990 年代以降のデフレ期においても、

高度経済成長期の構図から変化しているにも関わ

らず、P/L 思考の経営方針は継続したため、現在

価値ベースでの P/L におけるコスト削減が中心の

戦略となり、足元の C/F と将来の B/S から逆算し

た会社の企業価値最大化を目的とした投資戦略を

取ることができなかった。 

 

しかし、アプリケーションサービス戦略で特に顕

著なように、ソフトウェア・データカンパニーは

将来価値を担保に、いかに上流と下流工程に資金

を集中的に投下し、デファクトで市場を押さえら

れるかがビジネス成功の要諦であり、デットファ
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イナンス一辺倒の企業戦略はファイナンス観点で

聖域なきデジタル市場に適合しない可能性が高い。 

 

従って、①ソフトウェア・データ領域における足

元での官民での大規模な資金確保のみならず、そ

の資金を社内に分配する②経営者のファイナンス

思考への転換の 2 点を手当することが戦略実行に

おいて重要な成功の決定因子になるといえる。こ

れらのサブ論点を踏まえ、国際市場進出型モデル

を参照した戦略実行の実現性を高めるための示唆

を以下に示す。 

 

①イスラエルのヨズマプログラム（サブ論点：ソフトウェア・データ領域における足元での官民での大規

模な資金確保、cf: 投資家がソフトウェア・データ領域でリスクテイクできる投資環境の整備、日本企業

の海外市場での Right to Win の証明） 

 

• イスラエルの「ヨズマプログラム（Yozma 

Program31）」はハイテク企業を創出するため

のエコシステム整備を目的として、1993 年に

海外からのベンチャーキャピタル（VC）投資

を呼び込むためにイスラエル政府が始めた取

組。政府が合計 1 億ドルを用意し、うち 8,000

万ドルは海外の民間 VC とともに 10 つのフ

ァンドを創設、うち 2,000 万ドルはスタート

アップ企業へ直接投資をする形でそれぞれ資

金が投入されている。運営から 5 年経ったフ

ァンドの政府出資分については、初期投資額

に 5～7％の金利を上乗せした金額で民間側

が買い取れる仕組みとされている。 

 

ファンドはイスラエル国内のハイテク・スタ

ートアップ企業への投資を主としており、こ

こで重要なのが投資先の決定はあくまでファ

ンドマネージャーが決め、政府は投資先の決

定に関与しない形で運営されたことである32。

これは、Right to Win の証明を資本市場が DD

する形で行っているという点で、日本政府が

参照できる仕組みである。（図 39）

図 39 ヨズマプログラムのスキーム 

 

 
31 Yozma はヘブライ語でイニシアチブ（initiative）とい

う意味。 
32 実際には、イスラエルと関係ない企業や技術革新につ

ながらない企業に投資する場合に限って、政府は拒否権

の行使が可能な仕組みであったが、ヨズマプログラムが

運営された 5 年間で拒否権が発動されたのは 2 回のみで

あった。 
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本プログラムの開始から 5 年が経った 1998

年には、創設された 10 のファンドのうち、8

つのファンドが実際に買い取られ、海外VCに

大きな儲けが出る形となった。また、本プロ

グラムを契機として、イスラエル国内におけ

る VC 調達額も大きく増加した。1993 年には

Yozma VC も含めて 204 百万ドルであった調

達額は、2000 年には 2,712 百万ドルになり、

わずか 7 年で 10 倍を超える成長率で、イス

ラエル国内におけるスタートアップエコシス

テム形成の大きな要因となった。 

 

その後、イスラエルでは、本プログラムの枠

組みを踏襲する一方、金額規模を 1.6 億ドル

に拡大するとともに共同出資の対象をイスラ

エルの VC とするなど、一部変更を加えた形

で 2024 年より”Yozma Fund 2.0“としてプロ

グラムを実施している。 

 

・ また韓国でも、ヨズマプログラムも参考に海

外 VC を国内に呼び込むための取組として、

2013 年より、Foreign VC Investment Fund

（FVCIF）プログラムが開始されている。韓

国ベンチャー投資会社（KVIC）傘下に FVCIF

を設け、FVCIF から受けた出資金額と少なく

とも同額を韓国企業へ投資することなどを条

件として海外 VC によるファンドに対する LP

出資を実施。2023 年 12 月時点では、合計約

559 百万ドル、63 ファンドにコミットメント

しており、その結果、2025 年 1 月時点の韓国

におけるユニコーンの数は 13 社となるなど

33、韓国におけるスタートアップエコシステ

ムの創出に大きく寄与している。 

  

 
33 出典：CB Insights。なお、日本におけるユニコーン企 業は 2025 年 1 月時点で 8 社。 
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論点 4b：官民でのデジタル人材の不足 

日本では、経営資源の中でもソフトウェア・デー

タ戦略の実効性に直接影響を与える変数であるデ

ジタル人材は官民ともに不足しており、デジタル

戦略の同床異夢が生み出されている。 

 

1. 政策サイド 

政策立案者側にデジタル人材が十分に存在し

ないことから、企業に向けたデジタル市場と

産業構造のデザインに向けた施策が十分でな

い可能性がある。 

 

2. 産業サイド 

ベンダ・ユーザの不健全な相互依存構造によ

りソフトウェアカンパニーに生まれ変われな

い日本企業は、政策立案者に対して聖域なき

デジタル市場における適切な事業要件や産業

課題の提案を行うことができておらず、解釈 

の乖離が発生する。 

 

政策・産業両サイドにおいて、優秀なデジタル人

材は存在しないのではない。給与水準が低すぎる

デジタルシフトの進まない政府・企業ではなく、

ロビイングサイドの一部デジタル企業に雇用が偏

っているだけであり、政策的にも産業的にも直接

的な関与を行なわないことがデジタル人材の構造

的な最適戦略となってしまっている。 

 

実際、図 40 に示すとおり、我が国のソフトウェ

アエンジニアの給与は、主要国と比較して最も低

い水準に留まっている。また為替影響を除いた

CAGR についても、日本のソフトウェアエンジニ

アの給与は、増加するどころか減少傾向であり、

聖域なきデジタル市場の進展と逆行する推移が生

じている。 

 

  

図 40 ソフトウェアエンジニアの各国給与水準の推移と CAGR の比較 

 

これは、伝統的に存在してきたユーザ企業対ベン

ダ企業という我が国特有の二項対立を前提に、以

下の 3 要素が影響した結果であると考えられる。 
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(ア) 産業構造としてベンダ企業サイドに 7 割のデジタル人材が存在してきたこと。 

(イ) 日本においてソフトウェア・データビジネスの過半を占め、労働集約型のビジネスモデルであ

るベンダ企業の SI 事業が国内の実質的な給与キャップとなっていること。 

(ウ) 日本企業の中で最も給与水準の高い Tier のプライムベンダに勤めるソフトウェアエンジニアは

主に SI/ローカライゼーション等の中流工程を担当しており、上流・下流工程の高付加価値領域

に係るスキルを身につけることができず、海外労働市場(国内外資系含む)において、競争力が極

めて低い状態にあること。 

 

デジタル人材は、その労働生産が場所に囚われず、

市場における流動性が極めて高い労働力である。

AI 革命により中流工程が淘汰され、上流工程はア

ーキテクチャ設計を典型としたより最上流側にシ

フトし、営業・マーケティング、カスタマーサクセ

スといった領域のデータサイエンス等に更なる比

重が増す中で、その職能に見合う官民双方での①

ソフトウェア・データ人材の給与水準の大幅な向

上（特に最上流、下流工程の従事者）、そしてその

ような人材を労働市場に安定的に供給するための

②教育を提供することが、戦略実行において重要

な成功の決定因子になるといえる。 
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論点 4c：エンタープライズデータの死蔵 

 

データが産業を飲み込み始めている。 

 

聖域なきデジタル市場において、サービスとして

付加価値を生み出すソフトウェア(アルゴリズム)

を駆動するデータはまさにデジタル産業における

原油であり、その資本化が世界的に進んでいる。

ソフトウェアの従属変数として存在していたデー

タが、AI 革命の到来によって、データがソフトウ

ェアを従属するという逆転現象が起き始めている。 

 

さらに、構造化・非構造化すべてのデータ利活用

が競争優位性につながる聖域なきデジタル市場に

おいて、企業はインターネットで自由に取得でき

るデータの利活用だけではもはや差別化はできな

い。AI 革命が到来する中、それを駆動する計算処

理能力を梃子に、今まで企業内で死蔵されていた

エンタープライズデータや、それに類するデータ

を利活用できるかが、ハードウェア中心の世界か

らソフトウェア中心の世界への移行における競争

力の重要な決定要因となるであろう。 

 

現在、グローバル市場ではエンタープライズデー

タの利活用について、①リアルデータの利活用、

②代替手段としてのシンセティックデータの利活

用に代表される 2 つのアプローチに基づくトレン

ドが存在する。 

 

表 14 シンセティックデータとリアルデータの比較 

 

表 14 に示すとおり、リアルデータは付加価値の

決定因子である品質が高いものの、プライバシー

保護が低く、部門や企業、業界を横断した利活用

に技術的・事業的制約が存在する。シンセティッ

クデータは、統計モデル・アルゴリズムにより生

成されるため、プライバシーマスキング技術や仮

想空間シミュレーション技術によりデータの品質

とバランスしながら、AI にとって意味のあるデー

タセットを大量に準備することが可能である。一

方で、シンセティックデータは利用するアルゴリ

ズムや統計モデルにより、それぞれの手法特性に

応じたバイアスが存在し、データサイエンス領域、

あるいはデジタルツイン上の高度な処理が必要と

なるため、人的あるいは計算量的コストが膨らむ

傾向がある。 
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以上のように、リアルデータとシンセティックデ

ータにはトレードオフの関係性が存在するため、

データアーキテクチャの観点では、ユースケース

に応じて相互補完的にハイブリッドな活用が進ん

でいくものと考えられる。 

 

シンセティックデータの取組は、昨今計算資源確

保に優位性をもつ NVIDIA をはじめとした半導体

企業を中心に加速する一方で、リアルデータにつ

いても、企業内に閉じたデータ利活用のパフォー

マンスはその企業が持つケイパビリティに左右さ

れるため、必ずしも最大限の付加価値が引き出せ

ているとは限らず、パートナー企業との協業によ

りデータを起点としたエコシステムの裾野を広げ

る活動が様々な分野で起き始めている。 

 

特に、クライメートテックを代表とした脱炭素分

野など、特定課題の解決のために企業を横断して

データを持ち寄る必要がある場合において、企業

や業界を横断したエンタープライズデータの連携

と利活用が先行的に進む中で、少数企業へのエン

タープライズデータの集中や、競合他社からの意

図しないアクセスといった潜在的なリスクやそれ

に対する警戒感が、企業外に開かれたエンタープ

ライズデータ利活用の障壁となっており、企業の

 
34 データ主権の定義に関する国際的・標準的な合意はま

だ存在していないが、概ね以下のような定義が日欧でな

されている。 

• ウラノス・エコシステムが公表する ODS-RAM

（v1.0）の定義 

データ利用の許諾に際して適用されるべき保存・利

用条件等に関する自己決定 

（出典：

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/Individ

ual-link/h5f8pg0000003h0k-att/ouranos-

ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.pdf） 

• IDSA（International Data Spaces Association）

が公表する IDS-RAM（v4.0）の定義 

“Data Sovereignty is the ability of a natural or legal 

person to exclusively and sovereignly decide 

競争力の源泉であるエンタープライズデータを安

心して提供するための環境の整備は不十分といえ

る。 

 

リアルデータを部門、企業、業界、国境を横断して

受け渡し、その利活用を行う上で一番の問題にな

るのがプライバシーである。米国では、Palantir 社、

Snowflake 社、Databricks 社といった中央集権的

なアプローチを取る企業が台頭する一方で、日欧

ではデータ提供者の「主権」34を担保しながらもデ

ータ流通を実現する分散(連邦)的なアプローチあ

るデータスペース35が先行している。 

 

このデータ提供者の主権を担保したデータ連携と

利活用のアプローチは、製造業に代表されるよう

に既存のインフラストラクチャ、デバイス領域で

大量のリアルデータを保有する我が国には適合す

るものである。聖域なきデジタル市場における付

加価値の源泉そのものであるデータを安全に保有

しながらも、特定の企業横断的な社会課題の解決

やエコシステムの形成による付加価値創出のため

に、業界内外に分散するパートナーシップを組む

べき必要な相手(データ利用者)に、適切なアクセ

ス制御でデータを授受することができるデータス

ペースは、企業の競争力を維持しながらも、死蔵

concerning the usage of data as an economic 

asset.” （出典：

https://docs.internationaldataspaces.org/ids-

knowledgebase/ids-ram-4/context-of-the-

international-data-spaces/2_1_data-driven-

business_ecosystems/2_2_data_sovereignty_as_a

_key_capability） 

 
35 IOFDS (International Open Forum on Data Society)で

以下のように定義 

 “Data Space” is a decentralized ecosystem with 

common policy and rules defined by a governance 

framework that enables secure and trustworthy data 

transactions between participants while supporting 

trust and data sovereignty. 

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/Individual-link/h5f8pg0000003h0k-att/ouranos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.pdf
https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/Individual-link/h5f8pg0000003h0k-att/ouranos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.pdf
https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/Individual-link/h5f8pg0000003h0k-att/ouranos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.pdf
https://docs.internationaldataspaces.org/ids-knowledgebase/ids-ram-4/context-of-the-international-data-spaces/2_1_data-driven-business_ecosystems/2_2_data_sovereignty_as_a_key_capability
https://docs.internationaldataspaces.org/ids-knowledgebase/ids-ram-4/context-of-the-international-data-spaces/2_1_data-driven-business_ecosystems/2_2_data_sovereignty_as_a_key_capability
https://docs.internationaldataspaces.org/ids-knowledgebase/ids-ram-4/context-of-the-international-data-spaces/2_1_data-driven-business_ecosystems/2_2_data_sovereignty_as_a_key_capability
https://docs.internationaldataspaces.org/ids-knowledgebase/ids-ram-4/context-of-the-international-data-spaces/2_1_data-driven-business_ecosystems/2_2_data_sovereignty_as_a_key_capability
https://docs.internationaldataspaces.org/ids-knowledgebase/ids-ram-4/context-of-the-international-data-spaces/2_1_data-driven-business_ecosystems/2_2_data_sovereignty_as_a_key_capability
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されていたデータの付加価値を最大化することが

できる新たな技術パラダイムである。 

 

企業・業界・国家を跨ぐエンタープライズデータ

の連携と利活用の梃子となるデータスペースのア

プローチを社会実装するためには、統一的な設計

思想の不在、必要水準からの業務オペレーション

の乖離、業界・市場が要請する業務要件への技術

的不適合、そしてルールとガバナンスの不在等、

歴史的な経路依存性等といった、複合的な問題を

解決する必要がある。具体的に、データ連携及び

利活用というプロセスに焦点を当てると、データ

の利用者・提供者それぞれがデータの探索・確認・

転送・利用・破棄という 5 つのプロセスにおいて、

表 15 で示すとおり、13 の問題を解決しなければ

ならない。

 

 

表 15 データ連携及び利活用の 5 つのプロセスにおける 13 の構造的課題 

 

 

このような①データ連携・利活用に係る 13 の問題

を手当てしながら、②データを提供する者の主権

を担保する仕組みを技術的・事業的に整えること

が、死蔵されたエンタープライズデータの流動化

につながり、データを起点としたビジネスモデル

ひいては産業構造の変革につながるのである。 
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①②IDSA と欧州の GAIA-X、日本のウラノス・エコシステム（サブ論点：データ連携・利活用に係る 13

の問題、データを提供する者の主権を担保する仕組みの技術的・事業的な整備） 

我が国では、DFFT（Data Free Flow with Trust：

信頼性のある自由なデータ流通）の実現に向け、

デジタル化をイネーブラーとして、企業と企業を

つなぐビジネス・デジタルの協調領域を整備し、

利用可能とすることにより、産業界全体として新

たな連携による価値を生み出す「ウラノス・エコ

システム」が、データスペースの取組を推進して

いる。ウラノス・エコシステムが推進する取組で

は、企業を横断した自動車・蓄電池分野における

カーボンフットプリントデータの連携に係る事業

開発と規制対応が、世界に先駆けて社会実装とし

て実を結び、独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）

が中心となって欧州との相互接続実証（GAIA-X 傘

下の Catena-X の取組）も開始されている36。 

 

また、技術的にも無形資産が付加価値の源泉とし

ての比重を増し、データ・ソフトウェアが競争力

の根幹を成す今日におけるデータ連携及び利活用

に対して解決策を提示する技術参照文書として

「ウラノス・エコシステム・データスペーシズ リ

ファレンスアーキテクチャモデル（ODS-RAM）」

37が公開される（図 41）など、データスペースの

技術的な側面でも世界的に先進している状況であ

る。なお、データスペースの取組は、RDBMS の限

界をどのように乗り越えるのかという観点で、

Franklin, Halevy & Maier (2005)38をはじめとした、

2000 年代初頭の学術的研究に端を発し、欧州にお

い て 、 フ ラ ウ ン ホ ー フ ァ 研 究 所 を 中 心 に

「Industrial Data Space」研究プロジェクトとし

て検証が進んできた。IDS の研究成果は非営利団

体 International Data Spaces Association（IDSA）

に 引 き 継 が れ 、「 IDS Reference Architecture 

Model（IDS-RAM）」として公開されたことで、技

術的なアーキテクチャが国際的に形成されはじめ

ている。

 

 

 

 

 

 

 
36 情報処理推進機構、Catena-X Automotive Network 

e.V.「プレス発表 ウラノス・エコシステムと Catena-X、

データスペースの相互運用性を実証」 

https://www.ipa.go.jp/pressrelease/2024/press202503

31.html 

37 経済産業省、情報処理推進機構デジタルアーキテクチ

ャ・デザインセンター「Whitepaper: ウラノス・エコシ

ステム・データスペーシズ リファレンスアーキテクチャ

モデル」 

https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/reports/oura

nos-ecosystem-dataspaces-ram-white-paper.html 

38  黎明期のデータスペースに関する学術的研究について

は以下を参照: 

• Franklin, M., Halevy, A., Maier, D. (2005). From 

Databases to Dataspaces: a new abstraction for 

information management. SIGMOD Record34(4), 

pp.27-33. 

• Halevy, A., Franklin, M., Maier, D. (2006). 

Dataspaces: A New Abstraction for Information 

Management. Database Systems for Advanced 

Applications. Lecture Notes in Computer Science, 

vol 3882. 
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図 41 ウラノス・エコシステム・データスペーシズ  

リファレンスアーキテクチャモデル（ODS-RAM） 
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5-6 経営系統の問題: 経営戦略 

論点 5：ソフトウェア・データカンパニーとしての経営戦略の不適合 

日本企業は、ソフトウェア・データカンパニーと

して求められる経営戦略を描けておらず、過去の

成功体験に基づく伝統的戦略が、聖域なきデジタ

ル市場において不適合をきたし始めている。 

 

本書冒頭に記載したとおり、聖域なきデジタル市

場では、すべての企業がソフトウェアカンパニー

に、そしてデータカンパニーにそのモデルを変革

しなければ生存は極めて難しい。図 42 に示すよ

うに、日本市場の特殊性であるベンダ・ユーザの

二項対立という伝統的な枠組みは、ユーザ企業に

おけるデータ・ソフトウェア戦略を理解できない/

したくない経営層39、既存のオペレーションフロー

を変化させたくない現場層と、成長率・利益率が

低かろうとSI事業で何とか食い繋ぎたいベンダの

利害一致により、この数年間不健全ながらも現状

維持されてきた。

 

図 42 ユーザ・ベンダの不健全な相互依存による低位安定の関係性 

 

しかし、国内市場が SI 事業という薄氷の上で成立

していた状況は AI 革命を伴う聖域なきデジタル

市場により淘汰され、2-3 聖域なきデジタル市場

におけるデジタル赤字推定シナリオで示したとお

り、ベンダサイドから市場の破壊が凄まじい速度

 
39 経営幹部が DX の重要性を理解し、DX 戦略をリード

できている企業は 20%（n=561）に留まる。出典：日経

で進んでいく。外的な環境変化による市場破壊は、

内的に変化を実現できなかったベンダ・ユーザ双

方に対して、免疫獲得の猶予を与えないまま、剝

き出しのソフトウェア・データの市場原理の中に

飲み込むことが想定される。 

BP 総合研究所 イノベーション ICT ラボ「DX サーベイ 

2023-2025 674 社の成功・失敗の実態と課題分析」 
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いずれ将来のどこかで訪れるこのような状況に対

して、DX レポートの更新版である「DX レポート

2.1」では受託開発ソフトウェア業に見られる事業

会社とベンダの関係性を「デジタル競争を勝ち抜

いていくことが困難な『低位安定』の関係」40とし

て警鐘を鳴らしてきた。この関係性は、上述のと

おり相互依存性を有しており、ベンダ側だけに帰

着すべき問題ではない。むしろ、DX の主語はユー

ザ企業の経営者であり、決して社内のシステム部

門や外部ベンダではない。また、何よりも DX の

本質は「X（変革）」であり、ユーザ企業の事業部

門によるオペレーションフローの最適化、ソフト

ウェア・データの活用により労務費を電気代に変

換することによるバランスシートの効率化・合理

化と、浮いた人的リソースを付加価値の拡大とビ

ジネスモデルの改革につなげる経営戦略そのもの

である。 

 

しかし、聖域なきデジタル市場が到来し、ユーザ/

ベンダの垣根が徐々に消滅する今、DX の爆発的な

流行を受けてなおソフトウェア・データカンパニ

ーとして生まれ変わることができなかった企業は

更なる窮地に立たされることは明白である。この

ような状況に戦略適合するために、企業経営者は

以下 3 点について早急に手を打つ必要がある。 

 

1. プロジェクトオーナーとしての社長・経営幹部のコミットメント確保 

プロジェクトオーナーが社長ではないソフトウェア・データ経営改革は成功しない。DX 同様、社長

をはじめとした経営幹部がこの先 10 年の全社の命運を握る経営問題として聖域なきデジタル市場

を正面から捉え、適合戦略の策定・実行にコミットすること41が、デジタルシフトの成功を左右する

最も重要な要因である。 

 

2. ソフトウェア・データ戦略をトップダウンで設計するアーキテクトのアサインと権限委譲 

全社の事業部門の業務フローを洗い出したうえで、経営戦略として最上流のソフトウェア・データ

戦略を設計するアーキテクト人材を責任者として CDO（Chief Digital Officer）や CA（Chief Architect）

ポストにアサインし、権限移譲を行う必要。権限委譲なきデジタルシフトの船頭は、戦略策定・実行

双方のフェーズにおいて、現場層からの抵抗に対する後ろ盾がなく、あるべき姿への主導を遂行で

きない構図に陥ってしまう。 

 

3. 戦略実行のための有効な全社スキームの樹立 

プロジェクトオーナーたる社長から移譲された権限の下、CDO/アーキテクトにより設計された施作

を基に、ボトムアップで積み上げられてきた業務オペレーションを標準化・変革するための有効な

全社スキームを樹立すること。特に、事業本部長や工場長、現場統括等のオペレーションの実行を担

うステークホルダの利害関係調整を社長・経営幹部が強力に主導しなければ、現場の変革は訪れな

い。 

 
40 経済産業省（2021）「DX レポート 2.1（DX レポート 2

追補版）」 

https://www.meti.go.jp/press/2021/08/20210831005/2

0210831005-2.pdf 

41 DX を成功させたトップ企業 22%のうち、DX 推進の全

社責任を負う経営幹部が存在する企業は 82%（n=1550）

を超えることが調査で明らかになっている。出典：アク

センチュア「デジタル変革の投資を最大化する 5 つの指

針：部門の枠を超えたコラボレーションがもたらす効

果」 
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4. 請負型・準委任型契約に基づく開発丸投げ外注からの脱却 

ノンコア領域の開発外注や、外部サービスの活用は合理的な手段である。一方で、コア領域の開発に

ついては、ウォーターフォール開発を前提に、事前に仕様書で成果物を策定して、その先は受託者の

プロジェクトマネジメントオフィスに丸投げという開発体制は、もはや成立しない。アジャイル開

発を前提に念頭に、状況に応じた開発手法を適切に選択した上で、発注者がプロジェクトマネージ

ャーを立て、自らが成果物の品質をコントロールする体制でなければ、外部環境の変化等による要

件変更に耐えうる開発体制を構築することはできない。このような体制の実現のためには、事業要

件とシステム開発要件双方に精通したフルスタックのプロジェクトマネジメント人材が必須であり、

経営層には戦略的な人材育成のプログラム設計が求められる。  
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5-7 経営系統の問題: 分業/協業 

論点 6：エコシステムの不在と不完全な垂直統合 

聖域なきデジタル市場においては、産業・分野横

断的な協調領域の戦略的な策定が重要である。 

 

この考え方は、全体のエコシステム内で、サービ

スの付加価値が潜在需要を掘り起こす「需要創出

サイクル」及びサービスの流通量の増加が価格を

低減する「供給コスト改善サイクル」双方の経済

的観点から導出される。特に新興市場において顕

著であるが、差別化のつもりで全てを競争力の源

泉だと見なし、ステークホルダと協調すればコス

トが低減できる部分まで自前主義で実施してしま

い、本来自社の競争領域として投下すべき社内資

源を減らしてしまうことで、結果的に各社が類似

したサービスを提供してしまう不完全な垂直統合

モデルが形成され、それが収益化の壁の１つとな

ってしまうためである。 

 

具体的には、需要創出サイクルにおける重複投資

による投資キャッシュフローの無駄遣い、供給コ

スト改善サイクルにおける共通コスト負担による

営業キャッシュフローの圧迫が不完全な垂直統合

を発生させ、多様性を志向していたはずのすべて

のプレイヤーの競争力が結果的に削がれてしまう

事例が世の中には多く存在している。 

 

このような投資 C/F の無駄遣いである自前主義の

重複投資や、営業 C/F の余計な圧迫である共通コ

ストの個社負担というジリ貧を打破するためには、 

表 16 に示すように、事業経済性の観点で協調領

域として戦略的に切り出し、コストを業界でシェ

アすることにより、より競争性、付加価値の高い

領域に投資を振り向けることが有効である。産官

学による協調領域の策定は、共通供給コストの最

適な分配によるオープンイノベーションの推進に

つながるとともに、競争領域におけるコア／ノン

コアの集中と選択による健全な競争土壌の醸成と

投資の効率化、水平分業を促すドライバーとなる

ものである。なお、協調領域及び競争領域の境界

線は事業領域や時間軸によって変化しうることか

ら、一律的・固定的な協調領域の切り出しを行う

のではなく、ステークホルダごとに適切な単位・

期間で戦略的な判断が行われることが望ましい。 
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表 16 不完全な垂直統合モデルと戦略的な協調領域に基づく競争エコシステム 

 

北欧諸国のデジタルエコシステム（論点：エコシステムの不在と不完全な垂直統合） 

市場要因としての自国市場の小ささから、Born 

Global の精神で、グローバル市場へ企業を輩出す

る北欧のデジタルエコシステムは、一人当たりの

ユニコーン企業輩出数はシリコンバレーに次いで

世界最多。巨大な EU 市場へのアクセスと相まっ

て、グローバル水準でのデジタルエコシステムを

形成している。また、福祉国家と資本主義市場の

組み合わせはノルディックモデルと呼ばれており、

失敗を許容する文化は、起業家精神（アントレプ

レナーシップ）の醸成に大きく寄与している。 

 

北欧諸国のデジタルエコシステムから、研究開発

要因で我が国が参照すべきモデルを企業、大学の

２つの観点で記載する。 

 

• 産業レガシーを中核としたグローバル企業の

オープンイノベーション活動42 

北欧諸国で発達するデジタルエコシステムに

共通するのは、核となる産業レガシーや企業

のアルムナイネットワークが存在することで

ある。 

1. フィンランド：Nokia 社を中核とした情

 
42 出典: 各社プレスリリース、有価証券報告書、各種メ

報通信・モバイル産業 

Nokia 社の技術資産と人材ネットワーク

がデジタルエコシステムを形成しており、

特に 2000 年代初頭の全盛期時代の開発

者コミュニティから派生したモバイルゲ

ーム産業（Rovio 社、Supercell 社）が発

達。 

 

2. スウェーデン： Ericsson 社や Volvo 社

を中核としたスマートモビリティ・バッ

テリー産業、AstraZeneca を中核とした

ヘルステック産業 

Ericsson 社や Volvo 社はスタートアップ

の ア ク セ ラ レ ー シ ョ ン 機 関 で あ る

MobilityXlab を通じて、次世代の電気自

動車を起点としたデジタルエコシステム

を 形 成 。 ま た 、 AstraZeneca 社 の

BioVentureHub を通じた患者起点のヘ

ルステックスタートアップの裾野を広げ

ている。また、スウェーデンの音楽配信

サービス Spotify 社の米国市場進出のイ

ンパクトは大きく、Skype に次ぐ成功事

ディア記事、SIS International Research 等 
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例として、同社の裾野に米国市場との強

力なグローバル VC ネットワークが構築

されている。 

 

3. デンマーク：Novo Nordisk 社を中核とし

たヘルス・バイオテック産業 

Novo Nordisk 社は Bio Innovation Hub

をはじめとした同社のオープンイノベー

ション施策によって、デンマークのヘル

ステック企業や研究者に化合物やツール

の無料アクセスを提供。また大学病院と

連携した共同研究機会を協調領域として

提供。同社の持株投資会社である Novo 

holdings は 、 バ イ オ テ ッ ク 企 業 の

Acesion Pharma 社や、創薬ベンチャー

の Accendo 社をはじめ、デンマークのヘ

ルス・バイオテック産業の資本流動性を

提供している。 

 

4. エストニア：Skype 社アルムナイ（Skype

マフィア）を中核としたソフトウェア産

業 

Skype マフィアが創業したフィンテック

領域の Wise 社や、フードテックの Bolt

社 、 サ ー ビ ス ロ ボ ッ ト の Starship 

Technologies 社、Skype マフィアから出

資を受けたデジタル ID 認証の Veriff 社、

CRM プラットフォームの Pipedrive 社

など、Skype の人的ネットワークによる

連続起業や投資を中心に、デジタルエコ

システムが築かれている。 

 

それぞれ中核となる企業群は、自社の産業ア

セットをスタートアップ企業群と協調的に利

活用するオープンイノベーションを進めてお

り、共通コストの分配によりスタートアップ

企業群は競争領域への投資振り向けと研究開

発に専念することができる。 

 

• 地方を含む大学機関による実践的なアントレ

プレナーシップ教育とインキュベーション 

フィンランドはオウル大学、スウェーデンは

Stockholm School of Entrepreneurship(スウ

ェーデン王立工科大学・ストックホルム商科

大学・カロリンスカ研究所・ストックホルム

大学の四大学連合)、デンマークはコペンハ

ーゲン大学、デンマーク工科大学、エストニ

アはタリン工科大学等、それぞれの大学で実

践的なアントレプレナーシップ教育とインキ

ュベーション機能が提供されている。起業家

のアルムナイネットワークやシリコンバレー

との人的ネットワーク、自国 VC と連携した

研究開発支援から、実用的な起業教育とサポ

ート、インキュベーション・アクセラレーシ

ョンまでを一気通貫に提供している。 

 

インキュベーション施設が地方大学を中心と

して広がる北欧諸国のデジタルエコシステム

は、我が国の地方創生政策に大きな示唆を与

えるものである。地域でモデルを作り、世界

規模でフィットする「Model Locally、Fit 

Globally」のようなマインドセット及びコミ

ットメントが我が国にも求められる。  
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第 6 章 官民のネクストアクション 

本書で示した、我が国の聖域なきデジタル市場における生存戦略の実行には、前章で示した通り適切な

官民の役割分担の下、様々な障壁を取り払いながら、有限な資源を限られた時間の中で選択的・集中的に

投下し、効率的・建設的に物事を進めていく必要がある。 

 

今後、我が国が必要な施策を経営者・政府・投資家が一体となって適切な戦略評価の下で遂行していくた

めに、それぞれの主体が短期的に行うべきアクションを以下に示し、本書を結論する。 

 

アクション 

経営者、政策担当者、投資家においては、本レポートを一読のうえ、聖域なきデジタル市場において、デ

ジタル赤字構造を打破するための国際市場進出型モデル実現のため、官民での戦略議論を行うことが必

要。それぞれの立場におけるアクションは以下のとおり。 

 

1. 企業経営者および経営幹部 

自社のビジネスモデルについて経済産業省モデルの事業区分を、サプライチェーン上の立ち位置に

ついてはニブモデルを用いて把握し、4 つの戦略(アプリケーションサービス戦略、サービスショッ

ピング戦略、ソフトウェアチョーキング戦略、プラットフォーム戦略)の示唆に整合した経営のシフ

ト、国際市場型モデルへの市場シフトを行うため、本書の分析結果を踏まえて経営計画の刷新と策

定を行い、事業部門が中核となるような体制で実行する。 

2. 政策担当者 

本書で示した戦略について、官民を交えた国家戦略議論のためのテーブルをアレンジする。また、戦

略アーキテクチャで示された市場系統、経営系統の問題に対する政策的打ち手について検討を行い、

実行する。 

3. パブリック/プライベート投資家 

経営者と投資家のジレンマの打破と、国際市場型モデルに対する資本市場のバックアップを行うた

め、政策担当者及び経営者と聖域なきデジタル市場における資本市場の戦略を検討し、実行する。 
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附属書 PIVOT デジタル赤字推計モデル解説 

本章では、PIVOT デジタル赤字推計モデル（ベースシナリオ、悲観シナリオ）についての解説を行う。 

 

モデルの目的 

 再現性、説明力、シナリオ予測性に重点を置き、日本銀行の国際収支関連統計の考え方をベースとし

つつも、政府が対処すべき領域の優先順位の検討と政策的打ち手を定量的に評価する。 

 

モデルの概要 

 主だった企業の財務情報等を基に事業区分別の各社売上高の積み上げ、送金比率、将来の市場成長

性（CAGR）により推計。 

 デジタル赤字の将来動向に関するシナリオ(市場動向・技術トレンド等)を考慮した上で、将来予測を

ベースシナリオと悲観シナリオの 2 パターン作成し、シナリオ別に赤字拡大要因と特に対処が必要

な領域を明らかにした。 

推計モデルによる算出詳細（べースシナリオ） 

まず、ベースシナリオでは企業の財務情報等を中心に事業区分別に将来の支払額、受取額を算出するこ

とでデジタル赤字額を推計した。支払額・受取額の算出方法は以下で示す式のとおり。 

 

ある時点𝑡  年における、8 つの事業区分𝑖(= 1,2, … ,8)それぞれにおける各企業𝑗(= 1,2, … , 𝑁)の売上高を

𝑆𝑖,𝑗,𝑡 、市場成長率を𝑔𝑖,𝑡、海外本社への送金比率を𝛼𝑖,𝑡、日本本社への送金比率を𝛽𝑖,𝑡とすると、事業区分別

の支払額𝑃𝑖,𝑡は式 1、受取額𝑅𝑖,𝑡は式２でそれぞれ与えられる。 

 

 

𝑃𝑖,𝑡 = (∑ 𝑆𝑖,𝑗,𝑡

𝑁

𝑗=1

× 𝑔𝑖,𝑡) × α𝑖,𝑡 

 

式 1 

 

𝑅𝑖,𝑡 = (∑ 𝑆𝑖,𝑗,𝑡

𝑁

𝑗=1

× 𝑔𝑖,𝑡) × β𝑖,𝑡 式 2 

 

• 事業区分𝒊(= 𝟏, 𝟐, … , 𝟖) 

経営コンサルティング、SI、アプリケーション、ミドルウェア、計算資源インフラストラクチャ、デ

ジタル広告、デジタル取引、エンタメ関連に区分。 

 

• 事業区分別の対象企業𝒋(= 𝟏, 𝟐, … , 𝑵) 

2023 年の国内市場規模の 9 割を説明できるよう売上上位の企業を抽出。ミドルウェア、エンタメ関

連は、市場規模を占める企業が細分化されており、それぞれ 73%、9%の補足に留まる。下記は市場

規模の補足割合と選定企業規模数。 



98 

経済産業省 若手新政策プロジェクト PIVOT デジタル経済プロジェクトチーム 

デジタル経済レポート―データに飲み込まれる世界、聖域なきデジタル市場の生存戦略 

 

𝒊 事業区分 𝑵 捕捉率（%） 

1 経営コンサルティング 46 91 

2 SI（システム開発・運用保守 71 92 

3 アプリケーション（SaaS 含む） 35 99 

4 ミドルウェア/OS（PaaS 含む） 14 73 

5 計算資源インフラストラクチャ（IaaS） 17 91 

6 デジタル広告 7 93 

7 デジタル取引 27 92 

8 エンタメ関連 4 9 

 

• 事業区分別の各企業の売上高𝑺𝒊,𝒋,𝒕 

各企業の IR レポートや各種市場調査レポートを基に算出。 

𝒊 事業区分 𝑺𝒊,𝒋,𝒕算出根拠 

1 経営コンサルティング Gartner, “IT Services Market share 2022”.より

算出。 2 SI（システム開発・運用保守 

3 アプリケーション（SaaS 含む） 各企業の IR レポート及び富士キメラ（2024）

「クラウドコンピューティングの現状と将来展

望ベンダー戦略編」等より算出。日本での売上

が不明な企業は事業区分別のグローバル売上に

占める日本売上を仮定して算出。 

4 ミドルウェア/OS（PaaS 含む） 

5 計 算 資 源 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ

（IaaS） 

6 デジタル広告 各企業の IR レポート等より算出。 

7 デジタル取引 各企業の IR レポートより算出。日本での売上が

不明な企業は事業区分別のグローバル売上に占

める日本売上を仮定して算出。 

8 エンタメ関連 

 

• 将来の市場成長率𝒈𝒊,𝒕 

各企業の IR レポートや各種市場調査レポートを参考に 2022 年から 2024 年までの CAGR が継続す

ると仮定して、各事業区分別に市場成長率を設定。 

 

𝒊 事業区分 𝒈𝒊,𝒕算出根拠 

1 経営コンサルティング Gartner「国内 IT サービス市場規模」より算出。 

2 SI（システム開発・運用保守 

3 アプリケーション（SaaS 含む） IDC（2024）「国内ソフトウェア市場予測」より

算出。 4 ミドルウェア/OS（PaaS 含む） 

5 計 算 資 源 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ

（IaaS） 

富士キメラ（2024）「クラウドコンピューティン

グの現状と将来展望 市場編」より算出。 
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6 デジタル広告 矢野経済研究所（2023）「インターネット広告市

場の実態と展望」より算出。 

7 デジタル取引 経済産業省（2023）「令和 5 年度デジタル取引

環境整備事業（電子商取引に関する市場調査）」

より算出。 

8 エンタメ関連 経済産業省（2024）「第 1 回エンタメ・クリエ

イティブ産業政策研究会（事務局資料）」より算

出。 

 

• 海外本社への送金比率𝜶𝒊,𝒕及び日本本社への送金比率𝜷𝒊,𝒕 

主要企業の B2B 取引送金の多くは日本支社経由で海外本社に送金すると仮定し、売上に対する送金

割合は、売上・事業運営コスト・残すべき利益率（移転価格税制を考慮）の 3 つで決定し、産業毎の

送金割合は近似できると仮定した上で、業種単位で確からしい送金割合を専門家へのヒアリングを

ベースに定義し推計。日本本社への送金比率についても同様。 

 

なお、2023 年実績においては主要企業の積み上げで事業区分別に 9 割程度を説明できていることから、

カバレッジ外の市場の補足については、積み上げ切れていない実績との差分は積み上げ部分と同程度の

外資企業のシェアであると仮定し全体数値を推計。また、エンタメ関連に関しては、差分は日本企業が大

部分を占めると仮定。 

 

以上を踏まえた 8 つの事業区分すべてを総計したある時点𝑡における全体のベースシナリオ収支額𝐵𝑡は、

式 3 となる。 

 
𝐵𝑡 = ∑(𝑅𝑖,𝑡 − 𝑃𝑖,𝑡)

8

𝑖=1

 式 3 
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推計モデルによる算出詳細（悲観シナリオ） 

悲観シナリオでは、（1）既存の国内市場での外資シェアの拡大及び（2）AI 革命により新たに生じる市場

への外資参入を想定し、ベースシナリオへの折り込みを実施。 

 

1）既存の国内市場での外資シェアの拡大 

事業区分別の既存国内市場規模を𝑀𝑖,𝑡、当該市場における外資シェアを𝑀𝑆𝑖,𝑡とすると、各事業区分におけ

る外資シェア増加率はΔ𝑀𝑆𝑖,𝑡で与えられる。これを踏まえると、ある時点𝑡における既存市場での外資シ

ェア増加による外資総計の売上増分Δ𝑆𝑖,𝑡
𝑠𝑞

は、式 4 となる。 

 

ΔSi,t
sq

= (Mi,t × MSi,t × (1 + ΔMSi,t)) − (∑ Si,j,t

N

j=1

) 式 4 

 

ここで、外資企業のシェアの増加率Δ𝑀𝑆𝑖,𝑡は 2021 年から 2023 年平均で拡大すると想定し、2030 年以

降は一定となると仮定。参考として、下記に 2023 年と 2035 年の推計値の外資シェアを示す。 

 

𝒊 事業区分 
𝑀𝑆𝑖,𝑡 × (1 + Δ𝑀𝑆𝑖,𝑡)

（𝑡 = 2023 年）(%) 

𝑀𝑆𝑖,𝑡 × (1 + Δ𝑀𝑆𝑖,𝑡)

（𝑡 = 2035 年）(%) 

1 経営コンサルティング 83 87 

2 SI（システム開発・運用保守 21 32 

3 アプリケーション（SaaS 含む） 68 84 

4 ミドルウェア/OS（PaaS 含む） 98 99 

5 計算資源インフラストラクチャ（IaaS） 81 87 

6 デジタル広告 80 95 

7 デジタル取引 48 65 

8 エンタメ関連 9 14 

 

なお、既存の市場においては、国内の市場規模をベースシナリオと同様の市場の伸びとした上で、国内

市場に占める外資企業のシェアが過去のトレンドで上昇することを仮定して推計している。 

 

 

2）AI 革命により新たに生じる市場への外資参入 

既存市場における外資シェアの変化に加えて、AI 革命に伴い新規市場が生まれることを想定。新規市場
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は、対象事業を SI、アプリケーション、ミドルウェア、計算資源インフラストラクチャとした上で市場

の規模は外部市場調査レポートを参考とし、外資シェアはシェアの増加を見込んだ国内の既存市場と同

一と仮定して推計。 

 

事業区分別の新規国内市場規模を𝑁𝑀𝑖,𝑡とすると、ある時点𝑡における新規市場での外資総計の売上増分

Δ𝑆𝑖,𝑡
𝑛𝑒𝑤は、式 5 となる。 

 
ΔSi,t

new = NMi,t × MSi,t × (1 + ΔMSi,t) 式 5 

 

これらを踏まえ、市場成長率、海外本社への送金比率及び日本本社への送金比率をベースシナリオと比

して一定とすると、悲観シナリオにおける事業区分別の支払額𝑃𝑖,𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

は式 6、受取額𝑅𝑖,𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

は式 7 でそれぞ

れ与えられる。 

 

 

𝑃𝑖,𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

= (∑ 𝑆𝑖,𝑗,𝑡

𝑁

𝑗=1

× 𝑔𝑖,𝑡 + Δ𝑆𝑖,𝑡
𝑠𝑞

+ Δ𝑆𝑖,𝑡
𝑛𝑒𝑤) × α𝑖,𝑡 式 6 

 

𝑅𝑖,𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

= (∑ 𝑆𝑖,𝑗,𝑡

𝑁

𝑗=1

× 𝑔𝑖,𝑡 + Δ𝑆𝑖,𝑡
𝑠𝑞

+ Δ𝑆𝑖,𝑡
𝑛𝑒𝑤) × β𝑖,𝑡 式 7 

 

以上を踏まえた 8 つの事業区分すべてを総計したある時点𝑡における全体の悲観シナリオ収支額𝐵𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

は、

式 8 となる。 

 
𝐵𝑡

𝑝𝑒𝑠𝑠
= ∑(𝑅𝑖,𝑡

𝑝𝑒𝑠𝑠
− 𝑃𝑖,𝑡

𝑝𝑒𝑠𝑠
)

8

𝑖=1

 式 8 

 

なお、ある時点𝑡におけるベースシナリオと悲観シナリオの全体収支額差分Δ𝐵𝑡、事業区分別の支払額差

分Δ𝑃𝑖,𝑡及び受取額差分Δ𝑅𝑖,𝑡はそれぞれ以下に示す式 9-11 のように与えられる。 

 
Δ𝐵𝑡 = 𝐵𝑡

𝑝𝑒𝑠𝑠
− 𝐵𝑡 

Δ𝑃𝑖,𝑡 = 𝑃𝑖,𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

− 𝑃𝑖,𝑡 

Δ𝑅𝑖,𝑡 = 𝑅𝑖,𝑡
𝑝𝑒𝑠𝑠

− 𝑅𝑖,𝑡 

式 9-11 
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おわりに 

我が国を国際市場進出型モデルに切り替え、グロ

ーバル市場進出に基づく受取増加戦略によってデ

ジタル赤字構造を打破するためには、本章で記載

した問題への対応に加え、その前提としてデバイ

スとしての製造産業の振興や、アプリケーション

としてのコンテンツ・IP をはじめとする文化創造

産業の振興などが重要となる。また、聖域なきデ

ジタル市場ではデータ転送のトラフィックが爆発

的に増加し、計算資源が大量消費されることから、

インフラストラクチャとしての計算資源、電気通

信インフラ及びエネルギー戦略との統合も考慮さ

れなければならない。特に、アジアの玄関口であ

る我が国はデータセンター事業での立国に地理的

な優位性を有している。地の利を生かすためには

データ転送のための海底ケーブルの戦略的な敷設

(特に北米からの引き込みとアジアへの中継)、そ

の他の大容量・高速な通信インフラの整備が極め

て重要である。また、それらの稼働のためには、エ

ネルギー戦略と整合した電源確保及び送配電設備

の維持・拡充が必須となる。 

 

聖域なきデジタル市場においては、すべての産業

がソフトウェア・データを起点に再解釈・再構築

されることが求められる。本書を起点に、我が国

産業が新たな時代へ適合し、デジタル敗戦の危機

から脱却できるよう、デジタル赤字構造の背景に

潜む本質的な課題を、官民一丸となって解決する

ための大いなる一歩が踏み出されることを願う。 

 

ソフトウェア、そしてデータが、世界を飲み込んでいる。 

飲み込む側に回るのか、飲み込まれる側に甘んじるか、我が国は最後の分水嶺に立っている。 
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